
 

総 室 発 第 8 3 号 

令和 5 年 10 月 20 日 

 

原子力規制委員会 殿 

 

住 所 東京都台東区上野五丁目 2 番 1 号 

申 請 者 名 日 本 原 子 力 発 電 株 式 会 社 

代表者氏名 取 締 役 社 長   村 松  衛 

 

東海第二発電所発電用原子炉設置変更許可申請書 

（発電用原子炉施設の変更） 

本文及び添付書類の一部補正 

 

令和3年6月25日付け総室発第29号をもって申請（令和5年6月23日付け総室発

第42号で一部補正）しました東海第二発電所発電用原子炉設置変更許可申請書

（発電用原子炉施設の変更）の本文及び添付書類を下記のとおり一部補正しま

す。 

 

記 

 

 東海第二発電所発電用原子炉設置変更許可申請書（発電用原子炉施設の変更）

の本文及び添付書類を別添のとおり一部補正します。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は営業秘密

又は防護上の観点から公開できません。 



 

 

 

 

 

 

 

別 添 

別紙２（本文五号）の一部補正 

添 付 書 類 六 の 一 部 補 正 

添 付 書 類 八 の 一 部 補 正 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙２（本文五号）の一部補正 

  



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**

を付した頁は，令和 5年 6月 23 日付け総室発第 42 号で一部補正した頁を示す。 

 

－ 1 － 

別紙２（本文五号）を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

* － 7 － 

 

下 3 …地震動評価 による基準

地震動ＳＳ－Ｄ１ に… 

…地震動評価等による基準

地震動ＳＳ－Ｄ１，３２に

… 

* － 8 － 

 

上 6 

～ 

上 7 

…２２，３１，３２に係数

0.5 を乗じた地震動，基準

地震動ＳＳ－Ｄ１ に… 

…２２，３１ に係数 0.5

を乗じた地震動，基準地震

動ＳＳ－Ｄ１，３２に… 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付書類六の一部補正 

 

  



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**

を付した頁は，令和 5年 6月 23 日付け総室発第 42 号で一部補正した頁を示す。 

 

6－目－1 

添付書類六 目次を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－目－2 

～ 

** 6－目－31 

 （記載の変更） 別紙 6－目－1 のとおり

変更する。 

 



6－目－2 

別紙 6－目－1 

 令和 5 年 1 月 25 日付け，原規規発第 2301252 号をもって設置変更許可を受

けた東海第二発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書の添付書類六の記載の

うち，下記項目の記述及び関連図面等を次のとおり変更又は追加する。また，

各項目及び記述について，別表 1 のとおり，表及び図について，別表 2 のとお

り変更又は削除する。 

 

1. 地  盤 

1.7 原子炉施設設置位置付近の地盤の安定性評価 

1.7.1 耐震重要施設の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 

1.7.1.1 基礎地盤の安定性評価 

1.7.1.2 周辺斜面の安定性評価 

1.7.2 常設重大事故等対処施設の基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価 

1.7.2.1 基礎地盤の安定性評価 

  1.7.3 特定重大事故等対処施設（一の施設）の基礎地盤及び周辺斜面の

安定性評価 

1.7.3.1 基礎地盤の安定性評価 

1.7.3.2 周辺斜面の安定性評価 

3. 地  震 

3.5 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

3.5.4 地下構造モデル 

 3.6 基準地震動Ｓｓ 

  3.6.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

3.6.1.1 内陸地殻内地震 

 3.6.1.1.1 検討用地震の選定 
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 3.6.1.1.2 検討用地震の地震動評価

3.6.1.2 プレート間地震 

 3.6.1.2.1 検討用地震の選定 

 3.6.1.2.2 検討用地震の地震動評価 

3.6.1.3 海洋プレート内地震 

 3.6.1.3.1 検討用地震の選定 

 3.6.1.3.2 検討用地震の地震動評価 

3.6.2 震源を特定せず策定する地震動 

3.6.2.1 評価方針 

3.6.2.2 検討対象地震の選定と震源近傍の観測記録の収集 

 3.6.2.2.1 全国共通に考慮すべき地震動 

3.6.2.2.2 地域性を考慮する地震動 

3.6.2.2.3 震源を特定せず策定する地震動の設定 

3.6.3 基準地震動ＳＳの策定 

3.6.3.1 敷地ごとに震源を特定して策定する地震動 

3.6.3.1.1 応答スペクトルに基づく手法による基準地震動Ｓｓ 

3.6.3.1.2 断層モデルを用いた手法による基準地震動Ｓｓ 

3.6.3.2 震源を特定せず策定する地震動による基準地震動ＳＳ 

3.6.3.3 基準地震動ＳＳの時刻歴波形 

3.7 基準地震動ＳＳの年超過確率の参照 

3.8 参考文献 

6. 津 波 

 6.2 基準津波の策定 

  6.2.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

  6.2.2 地震に起因する津波 
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   6.2.2.1 プレート間地震に起因する津波 

    6.2.2.1.1 津波波源の設定 

     6.2.2.1.1.1 検討対象領域の選定 

     6.2.2.1.1.2 想定津波の設定に反映する知見の分析 

     6.2.2.1.1.3 想定津波の設定方針 

    6.2.2.1.2 津波評価 

     6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 

     6.2.2.1.2.2 数値計算 

   6.2.2.2 海洋プレート内地震に起因する津波 

    6.2.2.2.1 津波波源の設定 

    6.2.2.2.2 津波評価 

     6.2.2.2.2.1 波源モデルの設定 

     6.2.2.2.2.2 数値計算 

   6.2.2.3 海域活断層による地殻内地震に起因する津波 

    6.2.2.3.1 津波波源の設定 

    6.2.2.3.2 津波評価 

   6.2.2.4 地震による津波水位の評価 

  6.2.3 地震以外に起因する津波 

   6.2.3.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

   6.2.3.2 火山現象に起因する津波 

   6.2.3.3 地震以外に起因する津波の評価 

  6.2.4 津波発生要因の組み合わせの検討 

  6.2.5 基準津波の選定 

   6.2.5.1 基準津波の津波波源の選定 

   6.2.5.2 基準津波の設定 
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 6.3 基準津波の年超過確率の参照 

 6.4 基準津波に対する安全性 

 6.5 参考文献 

7. 火 山 

 7.3 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

  7.3.1 完新世に活動を行った火山 

   7.3.1.1 高 原 山 

   7.3.1.2 那 須 岳 

   7.3.1.3 男体・女峰火山群 

   7.3.1.4 日光白根火山群 

   7.3.1.5 赤 城 山 

   7.3.1.6 燧 ヶ 岳 

   7.3.1.7 安達太良山 

   7.3.1.8 磐 梯 山 

   7.3.1.9 沼 沢 

   7.3.1.10 吾 妻 山 

   7.3.1.11 榛 名 山 

  7.3.2 完新世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が

否定できない火山 

   7.3.2.1 二 岐 山 

7.3.2.2 笹 森 山  

   7.3.2.3 子 持 山  

  7.3.3 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山  

 7.4 運用期間中における火山活動に関する個別評価  

  7.4.1 活動履歴に関する文献調査  
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 7.5 火山事象の影響評価  

  7.5.1 降下火砕物  

   7.5.1.1 層厚に関する評価 

   7.5.1.2 粒径及び密度に関する評価  

  7.5.2 火山性土石流，火山泥流及び洪水 

  7.5.3 火山から発生する飛来物（噴石） 

  7.5.4 火山ガス 

  7.5.5 その他の事象 

 7.6 参考文献 

 

  



6－目－7 

 表  

第 1.7－1 表（1） 基礎地盤安定性評価の代表施設選定結果（耐震重要施設

及び常設重大事故等対処施設）（１） 

第 1.7－2 表（1） 代表施設選定の妥当性検討結果（耐震重要施設及び常

設重大事故等対処施設）（１） 

第 1.7－6 表（1）  基礎地盤の支持力評価結果（耐震重要施設）（１） 

第 1.7－6 表（2）  基礎地盤の支持力評価結果（耐震重要施設）（２） 

第 1.7－6 表（3）  基礎地盤の支持力評価結果（耐震重要施設）（３） 

第 1.7－7 表（1）  基礎地盤の最大鉛直相対変位及び最大傾斜（耐震重要

施設）（１） 

第 1.7－7 表（2）  基礎地盤の最大鉛直相対変位及び最大傾斜（耐震重要

施設）（２） 

第 1.7－10 表  基礎地盤の支持力評価結果（常設重大事故等対処施

設） 

第 1.7－11 表  基礎地盤の最大鉛直相対変位及び最大傾斜（常設重大

事故等対処施設） 

第 1.7－13 表  基礎地盤の代表施設選定結果（特定重大事故等対処施

設（一の施設）） 

第 1.7－14 表  代表施設選定の妥当性検討結果（特定重大事故等対処

施設（一の施設）） 

第 1.7－16 表（1）  基礎地盤の支持力評価結果（特定重大事故等対処施設

（一の施設））（1） 

第 1.7－16 表（2）  基礎地盤の支持力評価結果（特定重大事故等対処施設

（一の施設））（2） 

第 1.7－17 表（1） 基礎地盤の最大鉛直相対変位及び最大傾斜（特定重大
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事故等対処施設（一の施設））（1） 

第 1.7－17 表（2） 基礎地盤の最大鉛直相対変位及び最大傾斜（特定重大

事故等対処施設（一の施設））（2） 

第 3.5－1 表  地震動評価に用いる地下構造モデル 

第 3.6－2 表  Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地

震の断層パラメータ（基本震源モデル，アスペリティ

位置の不確かさを考慮） 

第 3.6－8 表  2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ（基

本震源モデル，ＳＭＧＡ位置の不確かさを考慮） 

第 3.6－13 表 茨城県南部の地震の断層パラメータ（基本震源モデ

ル，アスペリティ位置の不確かさを考慮） 

第 3.6－19 表  標準応答スペクトルのコントロールポイント 

第 3.6－20 表 2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域と東海第二発電所

敷地近傍の比較 

第 3.6－21 表 2000 年鳥取県西部地震の震源域と東海第二発電所敷地

近傍の比較 

第 3.6－22 表 2004 年北海道留萌支庁南部地震の検討に用いる地下構造

モデル 

第 3.6－23 表  標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の振幅包絡

線の経時的変化（正弦波の重ね合わせによる位相を用

いる方法による） 

第 3.6－24 表（1）  標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果

（正弦波の重ね合わせによる位相を用いる方法によ

る） 

第 3.6－24 表（2）  標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結果
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（実観測記録の位相を用いる方法による） 

第 3.6－26 表 設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の振幅包

絡線の経時的変化 

第 3.6－27 表  設計用応答スペクトルに適合する模擬地震波の作成結

果 

第 3.6－28 表  基準地震動ＳＳの最大加速度 

第 3.7－1 表  活断層のリスト（調査モデル） 

第 3.7－3 表  海溝型地震で考慮している特定震源モデル（調査モデ

ル） 

第 3.7－4 表  海溝型地震で考慮している特定震源モデル（推本参考

モデル） 

第 6.2－2 表 1960 年チリ地震の津波波源（広域の再現解析：計算条

件） 

第 6.2－3 表 1960 年チリ地震の津波波源（発電所周辺の再現解析：

計算条件） 

第 6.2－21 表 海底火山（プチスポット）の波源パラメータ 

第 6.4－2 表 砂移動評価（計算条件） 

第 6.4－5 表 海水ポンプ室における砂の堆積厚さの評価（計算条

件） 

第 7.3－1 表（1）  地理的領域内の第四紀火山における活動可能性 

第 7.3－1 表（2）  地理的領域内の第四紀火山における活動可能性 

第 7.4－1 表 設計対応不可能な火山事象とその噴出物の敷地への到

達可能性 

第 7.5－1 表 降下火砕物の文献調査結果 

第 7.5－2 表 降下火砕物シミュレーションの主な解析条件 
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図 

第 1.7－9 図（1）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（耐震重要施設）

（１） 

第 1.7－9 図（2）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（耐震重要施設）

（２） 

第 1.7－9 図（3）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（耐震重要施設）

（３） 

第 1.7－9 図（4）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（耐震重要施設）

（４） 

第 1.7－9 図（5）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（耐震重要施設）

（５） 

第 1.7－10 図（1）  地盤物性のばらつき等を考慮したすべり安全率（耐震

重要施設）（１） 

第 1.7－10 図（2） 地盤物性のばらつき等を考慮したすべり安全率（耐震

重要施設）（２） 

第 1.7－10 図（3） 地盤物性のばらつき等を考慮したすべり安全率（耐震

重要施設）（３） 

第 1.7－11 図  周辺斜面の安定性評価の代表斜面選定結果（耐震重要

施設及び常設重大事故等対処施設） 

第 1.7－15 図  周辺斜面のすべり安全率一覧表 

第 1.7－16 図  地盤物性のばらつきを考慮したすべり安全率 

第 1.7－19 図（1）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（常設重大事故等対処

施設）（１） 

第 1.7－19 図（2）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（常設重大事故等対処

施設）（２） 
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第 1.7－20 図  地盤物性のばらつき等を考慮したすべり安全率（常設

重大事故等対処施設） 

第 1.7－25 図（1）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（特定重大事故等対処

施設（一の施設））（１） 

第 1.7－25 図（2）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（特定重大事故等対処

施設（一の施設））（２） 

第 1.7－25 図（3）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（特定重大事故等対処

施設（一の施設））（３） 

第 1.7－25 図（4）  基礎地盤のすべり安全率一覧表（特定重大事故等対処

施設（一の施設））（４） 

第 1.7－26 図（1）  地盤物性のばらつき等を考慮したすべり安全率（特定

重大事故等対処施設（一の施設））（1） 

第 1.7－26 図（2）  地盤物性のばらつき等を考慮したすべり安全率（特定

重大事故等対処施設（一の施設））（2） 

第 1.7－33 図  周辺斜面のすべり安全率一覧表（特定重大事故等対処

施設（一の施設）） 

第 1.7－34 図  地盤物性のばらつきを考慮したすべり安全率（特定重

大事故等対処施設（一の施設）） 

第 3.6－3 図  断層パラメータの設定フロー（Ｆ１断層～北方陸域の

断層～塩ノ平地震断層による地震，基本震源モデル） 

第 3.6－22 図  断層パラメータの設定フロー（茨城県南部の地震，基

本震源モデル） 

第 3.6－31 図 標準応答スペクトル 

第 3.6－32 図（1）  標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波

形（正弦波の重ね合わせによる位相を用いる方法によ
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る） 

第 3.6－32 図（2）  標準応答スペクトルに適合する模擬地震波の時刻歴波

形（実観測記録の位相を用いる方法による） 

第 3.6－33 図（1）  標準応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペク

トル比（正弦波の重ね合わせによる位相を用いる方法

による） 

第 3.6－33 図（2）  標準応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペク

トル比（実観測記録の位相を用いる方法による） 

第 3.6－34 図（1）  解放基盤表面における標準応答スペクトルに基づく地

震動の時刻歴波形（正弦波の重ね合わせによる位相を

用いる方法による） 

第 3.6－34 図（2）  解放基盤表面における標準応答スペクトルに基づく地

震動の時刻歴波形（実観測記録の位相を用いる方法に

よる） 

第 3.6－35 図（1）  解放基盤表面における標準応答スペクトルに基づく地

震動の応答スペクトル（水平方向） 

第 3.6－35 図（2）  解放基盤表面における標準応答スペクトルに基づく地

震動の応答スペクトル（鉛直方向） 

第 3.6－36 図（1） 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（水

平方向） 

第 3.6－36 図（2） 震源を特定せず策定する地震動の応答スペクトル（鉛

直方向） 

第 3.6－40 図（1） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と震源を特定せず策定する地震動

の比較（水平方向） 

第 3.6－40 図（2） 基準地震動ＳＳ－Ｄ１と震源を特定せず策定する地震動
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の比較（鉛直方向） 

第 3.6－41 図 設計用応答スペクトルに対する模擬地震波の応答スペク

トル比 

第 3.6－42 図 基準地震動ＳＳ－Ｄ１の時刻歴波形 

第 3.6－43 図（1） 基準地震動ＳＳ－１１の時刻歴波形 

第 3.6－43 図（2） 基準地震動ＳＳ－１２の時刻歴波形 

第 3.6－43 図（3） 基準地震動ＳＳ－１３の時刻歴波形 

第 3.6－43 図（4） 基準地震動ＳＳ－１４の時刻歴波形 

第 3.6－43 図（5） 基準地震動ＳＳ－２１の時刻歴波形 

第 3.6－43 図（6） 基準地震動ＳＳ－２２の時刻歴波形 

第 3.6－44 図（1） 基準地震動ＳＳ－３１の時刻歴波形 

第 3.6－44 図（2） 基準地震動ＳＳ－３２の時刻歴波形 

第 3.6－45 図（1） 基準地震動ＳＳの応答スペクトル（ＮＳ方向） 

第 3.6－45 図（2）  基準地震動ＳＳの応答スペクトル（ＥＷ方向） 

第 3.6－45 図（3） 基準地震動ＳＳの応答スペクトル（ＵＤ方向） 

第 3.7－17 図（1）  一様ハザードスペクトルと基準地震動ＳＳ－Ｄ１，ＳＳ

－１１～ＳＳ－２２の応答スペクトルの比較（水平方

向） 

第 3.7－17 図（2）  一様ハザードスペクトルと基準地震動ＳＳ－Ｄ１，ＳＳ

－１１～ＳＳ－２２の応答スペクトルの比較（鉛直方

向） 

第 3.7－18 図（1） 内陸地殻内地震の領域震源モデルによる一様ハザード

スペクトルと基準地震動ＳＳ－３１及びＳＳ－３２の応

答スペクトルの比較（水平方向） 

第 3.7－18 図（2） 内陸地殻内地震の領域震源モデルによる一様ハザード
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スペクトルと基準地震動ＳＳ－３１及びＳＳ－３２の応

答スペクトルの比較（鉛直方向） 

第 6.2－4 図 1960 年チリ地震の津波波源（再現解析：評価結果） 

第 6.2－30 図 ハワイ付近の海底地すべり（評価対象の選定結果） 

第 6.2－41 図 行政機関による既往評価との比較結果 

第 6.4－4 図 砂移動評価（計算条件） 

第 7.3－1 図 地理的領域内の第四紀火山 

第 7.4－1 図 地理的領域内の火山地質図 

第 7.4－2 図（2） 火砕物密度流の到達可能性範囲（二岐山） 

第 7.4－2 図（3） 火砕物密度流の到達可能性範囲（男体・女峰火山群） 

第 7.4－2 図（4） 火砕物密度流の到達可能性範囲（日光白根火山群） 

第 7.4－2 図（5） 火砕物密度流の到達可能性範囲（赤城山） 

第 7.4－2 図（6） 火砕物密度流の到達可能性範囲（燧ヶ岳） 

第 7.4－2 図（7） 火砕物密度流の到達可能性範囲（安達太良山） 

第 7.4－2 図（8） 火砕物密度流の到達可能性範囲（笹森山） 

第 7.4－2 図（9） 火砕物密度流の到達可能性範囲（磐梯山） 

第 7.4－2 図（10） 火砕物密度流の到達可能性範囲（沼沢） 

第 7.4－2 図（11） 火砕物密度流の到達可能性範囲（子持山） 

第 7.4－2 図（12） 火砕物密度流の到達可能性範囲（吾妻山） 

第 7.4－2 図（13） 火砕物密度流の到達可能性範囲（榛名山） 

第 7.5－6 図（1） 赤城山の火山発達史の整理 

第 7.5－9 図 降下火砕物の分布事例の整理結果 

第 7.5－12 図 敷地周辺の地形及び火山性土石流堆積物の分布状況 
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（1980）：20万分の１地質図

幅「横須賀」，地質調査所 

関陽児・駒澤正夫・広島俊夫

（2001） ：20万分の１地質

図幅「水戸（第２版）」，地

質調査所 

（13）尾崎正紀・牧本博・杉山雄

一・三村弘二・酒井彰・久保

和也・加藤碵一・駒澤正夫・

広 島 俊 夫 ・ 須 藤 定 久

（2002）：20万分の１地質図

幅「甲府」，地質調査総合セ

ンタ－ 

（14）坂本亨・酒井彰・秦光男・宇

野沢昭・岡重文・広島俊夫・

駒 澤 正 夫 ・ 村 田 泰 章

（1987）：20万分の１地質図

幅「東京」，地質調査所 

（15）宇野沢昭・岡重文・坂本亨・

駒澤正夫（1983）：20万分の

１地質図幅「千葉」，地質調

査所 

（16）三梨昴・小野晃司・須田芳朗

（1980）：20万分の１地質図

幅「横須賀」，地質調査所 



6－目－70 

変   更   前 変   更   後 

（17）三梨昴・須田芳朗（1980）：

20万分の１地質図幅「大多

喜」，地質調査所 

（18）西来邦章，伊藤順一，上野龍

之 ， 内 藤 一 樹 ， 塚 本 斉

（2016）： 第四紀噴火・貫

入活動デ－タ－ベ－ス，地質

調 査 総 合 セ ン タ － ，

https://gbank.gsj.jp/quati

gneous/index_qvir.php 

（ 19 ） 海 上 保 安 庁 海 洋 情 報 部

（2013）:海域火山デ－タベ

－ス， 

http://www1.kaiho.mlit.go.

jp/GIJUTSUKOKUSAI/kaiikiDB

/list-2.htm 

（20）町田洋・新井房夫（2011）:

新編火山灰アトラス－日本列

島とその周辺，東京大学出版

会 

（21）鈴木毅彦（1993）：北関東那

須野原周辺に分布する指標テ

フラ層，地学雑誌， 102，

（17）三梨昴・須田芳朗（1980）：

20万分の１地質図幅「大多

喜」，地質調査所 

（18）西来邦章，伊藤順一，上野龍

之 ， 内 藤 一 樹 ， 塚 本 斉

（2016）： 第四紀噴火・貫

入活動デ－タ－ベ－ス，地質

調 査 総 合 セ ン タ － ，

https://gbank.gsj.jp/quati

gneous/index_qvir.php 

（ 19 ） 海 上 保 安 庁 海 洋 情 報 部

（2013）:海域火山デ－タベ

－ス， 

http://www1.kaiho.mlit.go.

jp/GIJUTSUKOKUSAI/kaiikiDB

/list-2.htm 

（20）町田洋・新井房夫（2011）:

新編火山灰アトラス－日本列

島とその周辺，東京大学出版

会 

（21）鈴木毅彦（1993）：北関東那

須野原周辺に分布する指標テ

フラ層，地学雑誌， 102，



6－目－71 

変   更   前 変   更   後 

p.73－90 

（22）井上道則，吉田武義，藤巻宏

和，伴雅雄（1994）：東北本

州弧，高原火山群における山

体形成史とマグマの成因，核

理研研究報告，第27巻，第2

号，1994年12月，p169－198 

（23）奥野充，守屋以智雄，田中耕

平，中村俊夫（1997）：北関

東，高原火山の約6500cal yr 

BPの噴火，火山，42，p393－

402 

（24）山元孝広（2012）：福島－栃

木地域における過去約30万年

間のテフラの再記載と定量

化，地質調査研究報告，63，

p35－91 

（25）弦巻賢介（2012）：東北日本

弧南部，高原火山における山

体形成史とマグマ供給系の発

達，日本火山学会講演予稿

集，p56 

（26）山元孝広（2013a）：栃木－

p.73－90 

（22）井上道則，吉田武義，藤巻宏

和，伴雅雄（1994）：東北本

州弧，高原火山群における山

体形成史とマグマの成因，核

理研研究報告，第27巻，第2

号，1994年12月，p169－198 

（23）奥野充，守屋以智雄，田中耕

平，中村俊夫（1997）：北関

東，高原火山の約6500cal yr 

BPの噴火，火山，42，p393－

402 

（24）山元孝広（2012）：福島－栃

木地域における過去約30万年

間のテフラの再記載と定量

化，地質調査研究報告，63，

p35－91 

（25）弦巻賢介（2012）：東北日本

弧南部，高原火山における山

体形成史とマグマ供給系の発

達，日本火山学会講演予稿

集，p56 

（26）山元孝広（2013a）：栃木－



6－目－72 

変   更   前 変   更   後 

茨城地域における過去約30万

年間のテフラの再記載と定量

化，地質調査研究報告，第64

巻，第9/10号，p251－304，

2013 

（27）鈴木毅彦（1992）：那須火山

のテフロクロノロジ－，火

山，37，p251－263 

（28）伴雅雄，高岡宣雄（1995）：

東北日本弧，那須火山群の形

成 史 ， 岩 鉱 ， 90 ， p195 －

214，1995 

（29）山元孝広（1997）：テフラ層

序から見た那須茶臼岳火山の

噴火史，地質学雑誌，103，

p676－691 

（ 30）地質調査総合センタ－編

（2014）： 1万年噴火イベン

トデ－タ集（ver. 2.2），

https://gbank.gsj.jp/volca

no/eruption/index.html 

（31）村本芳英（1992）：日光火山

群東方地域に分布する中・後

茨城地域における過去約30万

年間のテフラの再記載と定量

化，地質調査研究報告，第64

巻，第9/10号，p251－304，

2013 

（27）鈴木毅彦（1992）：那須火山

のテフロクロノロジ－，火

山，37，p251－263 

（28）伴雅雄，高岡宣雄（1995）：

東北日本弧，那須火山群の形

成 史 ， 岩 鉱 ， 90 ， p195 －

214，1995 

（29）山元孝広（1997）：テフラ層

序から見た那須茶臼岳火山の

噴火史，地質学雑誌，103，

p676－691 

（ 30）地質調査総合センタ－編

（2014）： 1万年噴火イベン

トデ－タ集（ver. 2.2），

https://gbank.gsj.jp/volca

no/eruption/index.html 

（31）村本芳英（1992）：日光火山

群東方地域に分布する中・後



6－目－73 

変   更   前 変   更   後 

期更新世テフラ－日光火山群

の噴火史－，静岡大学地球科

学研究報告，18，p59－91 

（32）鈴木毅彦，奥野充，早川由紀

夫（1994）：テフラからみた

日光火山群の噴火史，月刊地

球，16，p.215－221 

（33）佐々木実（1994）：日光火山

群 の 岩 石 学 ， 月 刊 地 球 ，

l16，p221－230 

（34）石崎泰男，森田考美・岡村裕

子・小池一馬・宮本亜里沙・

及川輝樹（2014）：男体火山

の最近17000年間の噴火史，

火山，59，3，p185－206 

（35）奥野充，中村俊夫，守屋以智

雄（1993）：那須・高原・日

光白根火山の完新世テフラの

加速器14C年代，日本火山学

会講演予稿集，p6，p92 

（36）佐々木実，橋野剛，村上浩

（1993）：日光火山群，日光

白根火山および三ツ岳火山の

期更新世テフラ－日光火山群

の噴火史－，静岡大学地球科

学研究報告，18，p59－91 

（32）鈴木毅彦，奥野充，早川由紀

夫（1994）：テフラからみた

日光火山群の噴火史，月刊地

球，16，p.215－221 

（33）佐々木実（1994）：日光火山

群 の 岩 石 学 ， 月 刊 地 球 ，

l16，p221－230 

（34）石崎泰男，森田考美・岡村裕

子・小池一馬・宮本亜里沙・

及川輝樹（2014）：男体火山

の最近17000年間の噴火史，

火山，59，3，p185－206 

（記載の削除） 

 

 

 

 

（記載の削除） 

 

 



6－目－74 

変   更   前 変   更   後 

地質と岩石，弘前大学理学部

地球科学科報告，40，p101－

117（1993） 

（37）高橋正樹，小堀容子，矢島有

紀子（1995）：日光白根火山

下マグマ供給システムの岩石

学的モデル，月間地球，17，

p113－119 

（記載の追加） 

 

 

 

 

 

（38）大森昌衛編（1986）：日本の

地質 3  関東地方，共立出

版，p335  

（39）鈴木毅彦（1990）：テフロク

ロノロジ－からみた赤城火山

最近20万年間の噴火史，地学

雑誌，99，2（1990），p60－

75 

（40）富田平四郎，中野政詩，鈴木

 

 

 

（記載の削除） 

 

 

 

 

（35）草野有紀，及川輝樹，石塚吉

浩 ， 石 塚 治 ， 山 元 孝 弘

（2022）：日光白根及び三岳

火山地質図，22，産業技術総

合研究所地質調査総合センタ

ー 

（36）大森昌衛編（1986）：日本の

地質 3  関東地方，共立出

版，p335  

（37）鈴木毅彦（1990）：テフロク

ロノロジ－からみた赤城火山

最近20万年間の噴火史，地学

雑誌，99，2（1990），p60－

75 

（38）富田平四郎，中野政詩，鈴木



6－目－75 

変   更   前 変   更   後 

敬（1994）：地域，深さによ

る鹿沼土の物理的構成と各種

物理性の差異について，土壌

の物理性，第69号，p11－21

（1994） 

（41）宇井忠英編（1997）：火山噴

火と災害，東京大学出版会 

（42）青木かおり，入野智久，大場

忠道（2008）：鹿島沖海底コ

アMD01－2421の後期更新世テ

フラ層序，第四紀研究，47，

（6），p391－407 

（43）高橋正樹，関慎一郎，鈴木洋

美，竹本弘幸，長井雅史，金

丸龍夫（2012）：赤城火山噴

出物の全岩化学組成－分析デ

－タ381個の総括－，日本大

学文理学部自然科学研究所研

究紀要，47，p341－400 

（44）及川輝樹（2012）：赤城山と

栗駒山の歴史時代の噴火記

録，日本火山学会講演予稿

集，p140 

敬（1994）：地域，深さによ

る鹿沼土の物理的構成と各種

物理性の差異について，土壌

の物理性，第69号，p11－21

（1994） 

（39）宇井忠英編（1997）：火山噴

火と災害，東京大学出版会 

（40）青木かおり，入野智久，大場

忠道（2008）：鹿島沖海底コ

アMD01－2421の後期更新世テ

フラ層序，第四紀研究，47，

（6），p391－407 

（41）高橋正樹，関慎一郎，鈴木洋

美，竹本弘幸，長井雅史，金

丸龍夫（2012）：赤城火山噴

出物の全岩化学組成－分析デ

－タ381個の総括－，日本大

学文理学部自然科学研究所研

究紀要，47，p341－400 

（42）及川輝樹（2012）：赤城山と

栗駒山の歴史時代の噴火記

録，日本火山学会講演予稿

集，p140 



6－目－76 

変   更   前 変   更   後 

（45）山元孝広（2014a）：赤城火

山の噴火履歴の再検討と定量

化，日本火山学会講演予稿集 

 

（46）山元孝広（2014b）：日本の

主要第四紀火山の積算マグマ

噴出量階段図，地質調査総合

センタ－研究資料集，613，

地質調査総合センタ－ 

（47）山元孝広（2016）：赤城火山

軽石噴火期のマグマ噴出率と

組成の変化，地質学雑誌，

122，p109－126 

（48）早川由紀夫（1999）：赤城山

は活火山か？，地球惑星科学

関 連 学 会 合 同 大 会 予 稿 集 

（CD－ROM），As－012 

（49）早川由紀夫，新井房夫，北爪

智啓（1997）：燧ヶ岳火山の

噴火史，地学雑誌， 106，

p660－664 

（50）山元孝広（1999）:福島－栃

木地域に分布する30－10万年

（43）山元孝広（2014a）：赤城火

山の噴火履歴の再検討と定量

化，日本火山学会講演予稿

集，p140 

（44）山元孝広（2014b）：日本の

主要第四紀火山の積算マグマ

噴出量階段図，地質調査総合

センタ－研究資料集，p 613，

地質調査総合センタ－ 

（45）山元孝広（2016）：赤城火山

軽石噴火期のマグマ噴出率と

組成の変化，地質学雑誌，

122，p109－126 

（46）早川由紀夫（1999）：赤城山

は活火山か？，地球惑星科学

関 連 学 会 合 同 大 会 予 稿 集 

（CD－ROM），As－012 

（47）早川由紀夫，新井房夫，北爪

智啓（1997）：燧ヶ岳火山の

噴火史，地学雑誌， 106，

p660－664 

（48）山元孝広（1999）:福島－栃

木地域に分布する30－10万年



6－目－77 

変   更   前 変   更   後 

前のプリニ－式降下火砕物：

沼沢・燧ヶ岳・鬼怒沼・砂子

原火山を給源とするテフラ群

の層序，地質調査所月報，

50，p743－767 

（51）山元孝広，阪口圭一（2000）

：テフラ層序からみた安達太

良火山，最近約25万年間の噴

火活動，地質学雑誌，106，

p865－882 

（52）藤縄明彦，林信太郎，梅田浩

司（2001）：安達太良火山の

K－Ar年代：安達太良火山形

成史の再検討，火山，46，

p95－106 

（53）藤縄明彦，鎌田光春（2005）

：安達太良火山の最近25万年

間における山体形成史とマグ

マ供給系の変遷，岩石鉱物科

学，34，p35－58 

（54）長谷川健，藤縄明彦，伊藤太

久（2011）：磐吾妻，安達太

良：活火山ランク Bの三火

前のプリニ－式降下火砕物：

沼沢・燧ヶ岳・鬼怒沼・砂子

原火山を給源とするテフラ群

の層序，地質調査所月報，

50，p743－767 

（49）山元孝広，阪口圭一（2000）

：テフラ層序からみた安達太

良火山，最近約25万年間の噴

火活動，地質学雑誌，106，

p865－882 

（50）藤縄明彦，林信太郎，梅田浩

司（2001）：安達太良火山の

K－Ar年代：安達太良火山形

成史の再検討，火山，46，

p95－106 

（51）藤縄明彦，鎌田光春（2005）

：安達太良火山の最近25万年

間における山体形成史とマグ

マ供給系の変遷，岩石鉱物科

学，34，p35－58 

（52）長谷川健，藤縄明彦，伊藤太

久（2011）：磐吾妻，安達太

良：活火山ランク Bの三火



6－目－78 

変   更   前 変   更   後 

山，地質学雑誌，117，p33－

48 

（55）三村弘二（1994）：磐梯火山

の放射年代－概報－，地質調

査所月報，第45巻，第10号，

p565－571，1994 

（56）三村弘二，中村洋一（1995）

：磐梯山の地質形成史と岩

石 ， 磐 梯 火 山 ， p87 － 101

（1995） 

（57）梅田浩司，林信太郎，伴雅

雄，佐々木実，大場司，赤石

和幸（1999）：東北日本，火

山フロント付近の2.0Ma以降

の火山活動とテクトニクスの

推 移 ， 火 山 ， 第 44 巻

（1999），p233－249 

（58）山元孝広（1995）：沼沢火山

における火砕流噴火の多様

性，沼沢湖および水沼火砕堆

積物の層序，火山，40，p6.7

－81 

（59）山元孝広（2003）：東北日

山，地質学雑誌，117，p33－

48 

（53）三村弘二（1994）：磐梯火山

の放射年代－概報－，地質調

査所月報，第45巻，第10号，

p565－571，1994 

（54）三村弘二，中村洋一（1995）

：磐梯山の地質形成史と岩

石 ， 磐 梯 火 山 ， p87 － 101

（1995） 

（55）梅田浩司，林信太郎，伴雅

雄，佐々木実，大場司，赤石

和幸（1999）：東北日本，火

山フロント付近の2.0Ma以降

の火山活動とテクトニクスの

推 移 ， 火 山 ， 第 44 巻

（1999），p233－249 

（56）山元孝広（1995）：沼沢火山

における火砕流噴火の多様

性，沼沢湖および水沼火砕堆

積物の層序，火山，40，p6.7

－81 

（57）山元孝広（2003）：東北日



6－目－79 

変   更   前 変   更   後 

本，沼沢火山の形成史：噴出

物層序，噴出年代及びマグマ

噴出量の再検討，地質調査研

究報告，54，p323－340 

（60）新エネルギ－，産業技術総合

開発機構（NEDO）（1991）：

磐梯地域火山地質図及び地熱

地質編図説明書，全国地熱資

源総合調査（第３次）広域熱

水流動系調査 火山性熱水対

流系地域タイプ③，p80 

（61）高橋正樹，小林哲夫編 （1999）

：吾妻火山－雄大な爆裂カル

デラと中央火口丘を歩く－，

東北の火山 フィ－ルドガイ

ド 日本の火山④，築地書

館，p89－104 

（62）山元孝広（2005）：福島県，

吾妻火山の最近７千年間の噴

火史：吾妻－浄土平火山噴出

物の層序とマグマ供給系，地

質学雑誌，111，p94－110 

（ 63） Soda， Tsutomu.（ 1996）：

本，沼沢火山の形成史：噴出

物層序，噴出年代及びマグマ

噴出量の再検討，地質調査研

究報告，54，p323－340 

（58）新エネルギ－，産業技術総合

開発機構（NEDO）（1991）：

磐梯地域火山地質図及び地熱

地質編図説明書，全国地熱資

源総合調査（第３次）広域熱

水流動系調査 火山性熱水対

流系地域タイプ③，p80 

（59）高橋正樹，小林哲夫編 （1999）

：吾妻火山－雄大な爆裂カル

デラと中央火口丘を歩く－，

東北の火山 フィ－ルドガイ

ド 日本の火山④，築地書

館，p89－104 

（60）山元孝広（2005）：福島県，

吾妻火山の最近７千年間の噴

火史：吾妻－浄土平火山噴出

物の層序とマグマ供給系，地

質学雑誌，111，p94－110 

（ 61） Soda， Tsutomu.（ 1996）：



6－目－80 

変   更   前 変   更   後 

Explosive activities of 

Haruna volcano and their 

impacts on human life in the 

sixth century A.D ，

Geograph.Rep. Tokyo 

Metropolitan Univ，31，p37

－52 

（64）下司信夫（2013）：詳細火山

デ－タ集：榛名火山，日本の

火山，地質調査総合センタ－

（ https://gbank.gsj.jp/vol

cano/Act_Vol/haruna/index.

html） 

（記載の追加） 

 

 

 

 

 

（65）山元孝広（2013b）：東茨城

台地に分布する更新統の新層

序とMIS5－7海面変化との関

係：地下地質とテフラ対比に

Explosive activities of 

Haruna volcano and their 

impacts on human life in the 

sixth century A.D ，

Geograph.Rep. Tokyo 

Metropolitan Univ，31，p37

－52 

（62）下司信夫（2013）：詳細火山

デ－タ集：榛名火山，日本の

火山，地質調査総合センタ－

https://gbank.gsj.jp/volca

no/Act_Vol/haruna/index.ht

ml 

（63）渡部将太，長谷川健，小畑直

也 ， 豊 田 新 ， 今 山 武 志

（2023）:福島県南部，二岐

山火山の噴火史とマグマ供給

系，地質学雑誌，第129巻，1

号，p.307-324 

（記載の削除） 

 

 

 



6－目－81 

変   更   前 変   更   後 

よる茨城層，見和層，夏海

層，笠神層の再定義，地質調

査所報告，第64巻，第9/10

号，p225－249 

（68）山元孝広（2015）：新たに認

定された第四紀火山の放射年

代：笹森山火山，地質調査研

究報告，66，p15－20 

（66）阪口圭一（1995）：5万分の1

地質図幅「二本松地域の地

質」，地質調査総合センタ

－，p66 

（67）長橋良隆，木村裕司，大竹二

男，八島隆一（2004）：福島

市南西部に分布する鮮新世

「笹森山安山岩」のK－Ar年

代，地球科学，58，p407－

412 

（69）飯塚義之（1996）：子持火山

の地質と活動年代，岩鉱，

91，p73－85 

（70）赤石和幸，梅田浩司（2002）

:新潟県飯士火山の形成史とK

 

 

 

 

（64）山元孝広（2015）：新たに認

定された第四紀火山の放射年

代：笹森山火山，地質調査研

究報告，66，p15－20 

（65）阪口圭一（1995）：5万分の1

地質図幅「二本松地域の地

質」，地質調査総合センタ

－，p66 

（66）長橋良隆，木村裕司，大竹二

男，八島隆一（2004）：福島

市南西部に分布する鮮新世

「笹森山安山岩」のK－Ar年

代，地球科学，58，p407－

412 

（67）飯塚義之（1996）：子持火山

の地質と活動年代，岩鉱，

91，p73－85 

（68）赤石和幸，梅田浩司（2002）

:新潟県飯士火山の形成史とK



6－目－82 

変   更   前 変   更   後 

－Ar年代（演旨） 日本鉱物

学会年会，日本岩石鉱物鉱床

学会学術講演会講演要旨集， 

P304 

（71）及川輝樹（2003）：飛騨山脈

の隆起と火成活動の時空的関

連，第四紀研究，42（3），

p.141－156 

（72）Nagaoka Shinji（1988）：The 

late quaternary tephra 

layers from the caldera 

volcanoes in and around 

kagoshima bay ，  southern 

kyushu， Japan，23，p.49－

122 

 

 

（73）三好雅也，長谷中利昭，佐野

貴司（2005）：阿蘇カルデラ

形成後に活動した多様なマグ

マとそれらの因果関係につい

て，火山，第50巻（2005），

第5号，p.269－283 

－Ar年代（演旨） 日本鉱物

学会年会，日本岩石鉱物鉱床

学会学術講演会講演要旨集， 

P304 

（69）及川輝樹（2003）：飛騨山脈

の隆起と火成活動の時空的関

連，第四紀研究，42（3），

p.141－156 

（70）Nagaoka Shinji（1988）：The 

late quaternary tephra 

layers from the caldera 

volcanoes in and around 

kagoshima bay ，  southern 

kyushu ，  Japan ，

Geographical Reports of 

Tokyo Metropolitan 

University(23)，p.49－122 

（71）三好雅也，長谷中利昭，佐野

貴司（2005）：阿蘇カルデラ

形成後に活動した多様なマグ

マとそれらの因果関係につい

て，火山，第50巻（2005），

第5号，p.269－283 



6－目－83 

変   更   前 変   更   後 

（74）守屋以智雄（1983）：日本の

火山地形，東京大学出版会，

p135  

（75）米倉伸之（2001）：日本の地

形〈1〉総説，東京大学出版

会，p349 

（ 76 ） Zhao Dapeng ， Wei Wei ，

Nishizono Yukihisa，Inakura 

Hirohito （ 2011 ） ： Low －

frequency earthquakes and 

tomography in western 

Japan： Insight into fluid 

and magmatic activity ，

Journal of Asian Earth 

Sciences ， 42 ， p.1381 －

1393 

（77）東宮昭彦（1997）：実験岩石

学的手法で求めるマグマ溜ま

り の 深 さ ， 月 刊 地 球 ，

Vol19，No11，p720－724 

（78）及川輝樹，鈴木雄介，千葉達

郎（2014）：御嶽山の噴火－

その歴史と2014年噴火，科

（72）守屋以智雄（1983）：日本の

火山地形，東京大学出版会，

p135  

（73）米倉伸之（2001）：日本の地

形〈1〉総説，東京大学出版

会，p349 

（ 74 ） Zhao Dapeng ， Wei Wei ，

Nishizono Yukihisa，Inakura 

Hirohito （ 2011 ） ： Low －

frequency earthquakes and 

tomography in western 

Japan： Insight into fluid 

and magmatic activity ，

Journal of Asian Earth 

Sciences ， 42 ， p.1381 －

1393 

（75）東宮昭彦（1997）：実験岩石

学的手法で求めるマグマ溜ま

り の 深 さ ， 月 刊 地 球 ，

Vol.19，No.11，p720－724 

（76）及川輝樹，鈴木雄介，千葉達

郎（2014）：御嶽山の噴火－

その歴史と2014年噴火，科



6－目－84 

変   更   前 変   更   後 

学，岩波書館，p1218－1225 

（79）木村純一（1993）：後期更新

世の御岳火山：火山灰層序と

火山層序学を用いた火山活動

史の再検討，地球科学，47，

p301－321 

（80）高橋正樹，市川寛海，金丸龍

夫，安井真也， 間瀬口輝浩

（2013）：浅間黒斑火山崩壊

カルデラ壁北部仙人岩付近の

プロキシマル火砕岩相－牙溶

岩グループの火山角礫岩・凝

灰角礫岩および仙人溶岩グル

ープの溶結火砕岩－，日本大

学文理学部自然科学研究所研

究紀要，48，p.141－168 

（81）高橋正樹・安井真也（2013）

：浅間前掛火山のプロキシマ

ル火山地質学及び巡検案内書

－浅間前掛火山黒豆河原周辺

の歴史時代噴出物－，火山，

58，p.311－328 

（82）気象庁（2015）：浅間山の火

学，岩波書店，p1218－1225 

（77）木村純一（1993）：後期更新

世の御岳火山：火山灰層序と

火山層序学を用いた火山活動

史の再検討，地球科学，47，

p301－321 

（78）高橋正樹，市川寛海，金丸龍

夫，安井真也， 間瀬口輝浩

（2013）：浅間黒斑火山崩壊

カルデラ壁北部仙人岩付近の

プロキシマル火砕岩相－牙溶

岩グループの火山角礫岩・凝

灰角礫岩および仙人溶岩グル

ープの溶結火砕岩－，日本大

学文理学部自然科学研究所研

究紀要，48，p.141－168 

（79）高橋正樹・安井真也（2013）

：浅間前掛火山のプロキシマ

ル火山地質学及び巡検案内書

－浅間前掛火山黒豆河原周辺

の歴史時代噴出物－，火山，

58，p.311－328 

（80）気象庁（2015）：浅間山の火



6－目－85 

変   更   前 変   更   後 

山活動解説資料，火山活動解

説資料（平成27年6月24日18

時30分），気象庁地震火山部

火山監視・情報センター，

p.1－10 

（83）長井雅史，高橋正樹（2008）

：箱根火山の地質と形成史，

神奈川県立博物館研究調査報

告（自然），13，p.25－42． 

（84）早津賢二，新井房夫，小島正

巳，大場孝信（2008）:妙高

火山群－多世代火山のライフ

ヒストリ－，p424 

（85）原山智（1990）：上高地地域

の地質，地域地質研究報告，

5万分の1地質図幅，地質調査

所，p175 

（86）鈴木毅彦（2000）：飛騨山脈

貝塚給源火道起源の貝塚上宝

テフラを用いた中期更新世前

半の地形面編年，地理学評

論，73A－1，pp.1－25 

（87）工藤崇，檀原徹，山下透，植

山活動解説資料，火山活動解

説資料（平成27年6月24日18

時30分），気象庁地震火山部

火山監視・情報センター，

p.1－10 

（81）長井雅史，高橋正樹（2008）

：箱根火山の地質と形成史，

神奈川県立博物館研究調査報

告（自然），13，p.25－42  

（82）早津賢二，新井房夫，小島正

巳，大場孝信（2008）:妙高

火山群－多世代火山のライフ

ヒストリ－，p424 

（83）原山智（1990）：上高地地域

の地質，地域地質研究報告，

5万分の1地質図幅，地質調査

所，p175 

（84）鈴木毅彦（2000）：飛騨山脈

貝塚給源火道起源の貝塚上宝

テフラを用いた中期更新世前

半の地形面編年，地理学評

論，73A－1，p.1－25 

（85）工藤崇，檀原徹，山下透，植



6－目－86 

変   更   前 変   更   後 

木岳雪，佐藤大介（2011）：

八甲田カルデラ起源火砕流堆

積物の層序の再検討，日本第

四紀学会講演要旨集，p144－

145 

（88）鈴木毅彦，中山俊雄（2007）

：東北日本弧，仙岩地熱地域

を給源とする2.0Maに噴出し

た大規模火砕流に伴う広域テ

フ ラ ， 火 山 ， 第 52 巻

（2007），第1号，p.23－38 

（89）高橋正樹（1995）：大規模珪

長質火山活動と地殻歪速度，

火山，第40巻（1995），p.33

－42 

（90）守屋以智雄（1979）： 日本

の第四紀火山の地形発達と分

類，地理学評論， 52－9，

p479－501，1979 

（91）坂本亨，宇野沢昭（1976）：

茨城県瓜連丘陵の第四系と久

慈川・那珂川の河谷発達史，

地質調査所月報，第27巻，第

木岳雪，佐藤大介（2011）：

八甲田カルデラ起源火砕流堆

積物の層序の再検討，日本第

四紀学会講演要旨集，p144－

145 

（86）鈴木毅彦，中山俊雄（2007）

：東北日本弧，仙岩地熱地域

を給源とする2.0Maに噴出し

た大規模火砕流に伴う広域テ

フ ラ ， 火 山 ， 第 52 巻

（2007），第1号，p.23－38 

（87）高橋正樹（1995）：大規模珪

長質火山活動と地殻歪速度，

火山，第40巻（1995），p.33

－42 

（88）守屋以智雄（1979）： 日本

の第四紀火山の地形発達と分

類，地理学評論， 52－9，

p479－501，1979 

（89）坂本亨，宇野沢昭（1976）：

茨城県瓜連丘陵の第四系と久

慈川・那珂川の河谷発達史，

地質調査所月報，第27巻，第



6－目－87 

変   更   前 変   更   後 

10号p655－664，1976 

（記載の追加） 

 

 

 

 

 

（92）三村弘二（2002）：東北日

本，猫魔火山の地質と放射年

代，火山，第47巻（2002），

第4号，p217－225 

（93）Tamura Itoko，Yamazaki 

Haruo ， Mizuno Kiyohide

（2008）：Characteristics 

for the recognition of 

Pliocene and early 

Pleistocene marker tephras 

in central Japan ，

Quaternary International 

178（2008），p.85－99 

 

（94）大石雅之（2009）：四阿火山

を起源とする噴出物の岩石記

10号，p655－664，1976 

（90）西野佑紀，長谷川健，伊藤久

敏 ， 菊 池 瑛 彦 ， 大 井 信 三

（2023）:栃木県北部，塩原

カルデラ噴出物の編年とマグ

マ変遷，地質学雑誌，第129

巻，1号，p.61-73 

（91）三村弘二（2002）：東北日

本，猫魔火山の地質と放射年

代，火山，第47巻（2002），

第4号，p217－225 

（92）Tamura Itoko，Yamazaki 

Haruo ， Mizuno Kiyohide

（2008）：Characteristics 

for the recognition of 

Pliocene and early 

Pleistocene marker tephras 

in central Japan ，

Quaternary 

International ， 178

（2008），p.85－99 

（93）大石雅之（2009）：四阿火山

を起源とする噴出物の岩石記



6－目－88 

変   更   前 変   更   後 

載的特徴とテフラ分布，地学

雑誌，118（ 6），p.1237－

1246，2009 

（95）鈴木毅彦（2001）：海洋酸素

同位体ステ－ジ5－6境界に降

下した飯縄上樽テフラ群とそ

の編年学的意義，第四紀研

究，40（1），p.29－41 

（記載の追加） 

 

 

 

 

（96）鈴木毅彦，檀原徹，藤原治

（2001）：東北日本の大規模

火砕流は広域テフラを生産し

たか？，月間地球，Vol23，

No9，p.610－613 

（記載の追加） 

 

 

 

 

載的特徴とテフラ分布，地学

雑誌，118（ 6），p.1237－

1246，2009 

（94）鈴木毅彦（2001）：海洋酸素

同位体ステ－ジ5－6境界に降

下した飯縄上樽テフラ群とそ

の編年学的意義，第四紀研

究，40（1），p.29－41 

（ 95 ） 鈴 木 毅 彦 ， 早 川 由 紀 夫

（1990）：中期更新世に噴出

した大町Apmテフラ群の層位

と 年 代 ， 第 四 紀 研 究 ，

29(2)，p.105-120 

（96）鈴木毅彦，檀原徹，藤原治

（2001）：東北日本の大規模

火砕流は広域テフラを生産し

たか？，月間地球，Vol.23，

No9，p.610－613 

（97）山元孝広（2013b）：東茨城

台地に分布する更新統の新層

序とMIS5－7海面変化との関

係：地下地質とテフラ対比に

よる茨城層，見和層，夏海



6－目－89 

変   更   前 変   更   後 

 

 

 

（97）Newhall and Self（1982）

:The Volcanic Explosivity 
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変   更   前 変   更   後 

グマ組成の時間変化：裏磐

梯高原コアの化学分析結

果，火山，第56巻（2011），

第6号，p.189－200 

（101）山元孝広，須藤茂（1996）

：テフラ層序からみた磐梯火

山の噴火活動史,  地質調査
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6－目－92 

別表 2 

変   更   前 変   更   後 

第 3.6－19 表 検討対象とする内陸

地殻内地震 

（記載の追加） 

 

第 3.6－22 表 震源を特定せずに策 

定する地震動の設定に用いる地下 

構造モデル 

第 3.6－23 表 

第 3.6－24 表 振幅包絡線の経時的 

変化 

 

第 3.6－25 表 模擬地震波の作成結 

 果 

 

第 3.6－26 表 

第 3.6－31 図（1）加藤他（2004）

に基づき設定した応答スペクトル

（水平方向） 

第 3.6－31 図（2）加藤他（2004）

に基づき設定した応答スペクトル

（鉛直方向） 

第 3.6－32 図 

（記載の削除） 

 

第 3.6－19 表 標準応答スペクトル

のコントロールポイント 

第 3.6－22 表 2004 年北海道留萌 

支庁南部地震の検討に用いる地下 

構造モデル 

第 3.6－25 表 

第 3.6－26 表 設計用応答スペクト 

ルに適合する模擬地震波の振幅包 

絡線の経時的変化 

第 3.6－27 表 設計用応答スペクト 

ルに適合する模擬地震波の作成結 

果 

第 3.6－28 表 

（記載の削除） 

 

 

（記載の削除） 

 

 

第 3.6－36 図 



6－目－93 

変   更   前 変   更   後 

第 3.6－33 図 

第 3.6－34 図 

第 3.6－35 図 

第 3.6－36 図 

第 3.6－37 図 応答スペクトル比 

 

 

第 3.6－38 図 

第 3.6－39 図 

第 3.6－40 図 基準地震動ＳＳ－３

１の時刻歴波形 

 

 

第 3.6－41 図 

第3.7－18図(1) 内陸地殻内地震の 

領域震源モデルによる一様ハザー 

ドスペクトルと基準地震動ＳＳ－ 

３１の応答スペクトルの比較（水 

平方向） 

第3.7－18図(2) 内陸地殻内地震の 

領域震源モデルによる一様ハザー 

ドスペクトルと基準地震動ＳＳ－ 

３１の応答スペクトルの比較（鉛 

第 3.6－37 図 

第 3.6－38 図 

第 3.6－39 図 

第 3.6－40 図 

第 3.6－41 図 設計用応答スペクト

ルに対する模擬地震波の応答スペ

クトル比 

第 3.6－42 図 

第 3.6－43 図 

第 3.6－44 図(1) 基準地震動ＳＳ－ 

３１の時刻歴波形 

第 3.6－44 図(2) 基準地震動ＳＳ－ 

３２の時刻歴波形 

第 3.6－45 図 

第 3.7－18 図(1) 内陸地殻内地震の 

領域震源モデルによる一様ハザー 

ドスペクトルと基準地震動ＳＳ－ 

３１及びＳＳ－３２の応答スペク 

トルの比較（水平方向） 

第 3.7－18 図(2) 内陸地殻内地震の 

領域震源モデルによる一様ハザー 

ドスペクトルと基準地震動ＳＳ－ 

３１及びＳＳ－３２の応答スペク 



6－目－94 

変   更   前 変   更   後 

直方向） 

（記載の追加） 

 

第 7.4－2 図（2）火砕物密度流の到

達可能性範囲（男体・女峰火山

群） 

（記載の追加） 

 

第 7.4－2 図（3）火砕物密度流の到

達可能性範囲（赤城山） 

第 7.4－2 図（4）火砕物密度流の到

達可能性範囲（燧ヶ岳） 

第 7.4－2 図（5）火砕物密度流の到

達可能性範囲（安達太良山） 

第 7.4－2 図（6）火砕物密度流の到

達可能性範囲（笹森山） 

第 7.4－2 図（7）火砕物密度流の到

達可能性範囲（磐梯山） 

第 7.4－2 図（8）火砕物密度流の到

達可能性範囲（沼沢） 

第 7.4－2 図（9）火砕物密度流の到

達可能性範囲（子持山） 

第 7.4－2 図（10）火砕物密度流の

トルの比較（鉛直方向） 

第 7.4－2 図（2）火砕物密度流の到

達可能性範囲（二岐山） 

第 7.4－2 図（3） 火砕物密度流

の到達可能性範囲（男体・女峰火

山群） 

第 7.4－2 図（4）火砕物密度流の到

達可能性範囲（日光白根火山群） 

第 7.4－2 図（5）火砕物密度流の到

達可能性範囲（赤城山） 

第 7.4－2 図（6）火砕物密度流の到

達可能性範囲（燧ヶ岳） 

第 7.4－2 図（7）火砕物密度流の到

達可能性範囲（安達太良山） 

第 7.4－2 図（8）火砕物密度流の到

達可能性範囲（笹森山） 

第 7.4－2 図（9）火砕物密度流の到

達可能性範囲（磐梯山） 

第 7.4－2 図（10）火砕物密度流の到

達可能性範囲（沼沢） 

第 7.4－2 図（11）火砕物密度流の到

達可能性範囲（子持山） 

第 7.4－2 図（12）火砕物密度流の到



6－目－95 

変   更   前 変   更   後 

到達可能性範囲（吾妻山） 

第 7.4－2 図（11）火砕物密度流の

到達可能性範囲（榛名山） 

達可能性範囲（吾妻山） 

第 7.4－2 図（13）火砕物密度流の到

達可能性範囲（榛名山） 

 

 

 



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**

を付した頁は，令和 5年 6月 23 日付け総室発第 42 号で一部補正した頁を示す。 

 

6－1－1 

添付書類六 1 章を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－1－17 

～ 

** 6－1－21 

 （記載の変更） 別紙 6－1－1 のとおり変

更する。 

** 6－1－24 と 

** 6－1－25 の

間 

 （記載の追加） 別紙 6－1－2 のとおり追

加する。 

** 6－1－25  （記載の変更） 別紙 6－1－3 のとおり変

更する。 

** 6－1－27 

～ 

** 6－1－28 

 （記載の変更） 別紙 6－1－4 のとおり変

更する。 

** 6－1－30 

～ 

** 6－1－33 

 （記載の変更） 別紙 6－1－5 のとおり変

更する。 

** 6－1－36 

 

 （記載の変更） 別紙 6－1－6 のとおり変

更する。 
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なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**
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添付書類六 3 章を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－3－11 

 

上 2 

～ 

下 1 

（記載の変更） 別紙 6－3－1 のとおり変

更する。 

** 6－3－12 上 4 

 

…地震を Noda et al.

（2002）（１４）の方法… 

…地震を Noda et al.

（2002）（１８）の方法… 

** 6－3－12 上 5 

 

…Noda et al.（2002）

（１４）の方法… 

…Noda et al.（2002）

（１８）の方法… 

** 6－3－12 上 10 …評価し， Noda et al.

（2002）（１４）の方法… 

…評価し， Noda et al.

（2002）（１８）の方法… 

** 6－3－12 下 1 …補正係数や Noda et 

al.（2002）（１４）による

… 

…補正係数や Noda et 

al.（2002）（１８）による

… 

** 6－3－13 下 10 

～ 

下 9 

…原子力安全基盤機構

（2004）（１５）による… 

…原子力安全基盤機構

（2004）（１９）による… 

** 6－3－13 下 7 

～ 

下 6 

…廣瀬・伊藤（2006）

（１６）による… 

…廣瀬・伊藤（2006）

（２０）による… 

** 6－3－13 下 5 …三浦他（2000）（１７）

による… 

…三浦他（2000）（２１）

による… 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－3－14 上 1 

～ 

上 2 

…原子力安全基盤機構

（2004）（１５）等を… 

…原子力安全基盤機構

（2004）（１９）等を… 

** 6－3－14 上 6 青柳・上田（2012）

（１８）では，… 

青柳・上田（2012）

（２２）では，… 

** 6－3－14 上 10 

～ 

上 11 

…解析モデル（１９）（２０）

（２１）や震源域周辺の微

小地震分布（２２）から，

… 

…解析モデル（２３）（２４）

（２５）や震源域周辺の微

小地震分布（２６）から，

… 

** 6－3－14 下 10 Noda et al.（2002）

（１４）の方法… 

Noda et al.（2002）

（１８）の方法… 

** 6－3－15 上 2 …原則として「強震動

予測レシピ」（２３）及び

… 

…原則として「強震動

予測レシピ」（２７）及び

… 

** 6－3－15 上 12 … さ ら に 青 柳 ・ 上 田

（2012）（１８）において

… 

… さ ら に 青 柳 ・ 上 田

（2012）（２２）において

… 

** 6－3－15 下 2 

～ 

下 1 

… は ， Manighetti et 

al.（2005）（２８）の知見

… 

… は ， Manighetti et 

al.（2005）（３２）の知見

… 

** 6－3－16 上 13 … つ い て ， 佐 藤 ・ 堤

（2012）（２９）により… 

… つ い て ， 佐 藤 ・ 堤

（2012）（３３）により… 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－3－16 下 12 …短周期レベルが壇他

（2001）（３０）の… 

…短周期レベルが壇他

（2001）（３４）の… 

** 6－3－16 下 10 … 「 強 震 動 予 測 レ シ

ピ」（２３）による… 

… 「 強 震 動 予 測 レ シ

ピ」（２７）による… 

** 6－3－17 上 2 

～ 

上 3 

…Noda et al.（2002） 

（１４）に基づき… 

…Noda et al.（2002） 

（１８）に基づき… 

** 6－3－17 上 5 …Noda et al.（2002）

（１４）による… 

…Noda et al.（2002）

（１８）による… 

** 6－3－17 下 12 

～ 

下 11 

… は ， Noda et al.

（2002）（１４）の方法… 

… は ， Noda et al.

（2002）（１８）の方法… 

** 6－3－18 上 5 

～ 

上 6 

…諸井他（2013）（３１）

により「強震動予測レ

シピ」（２３）の適用性… 

…諸井他（2013）（３５）

により「強震動予測レ

シピ」（２７）の適用性… 

** 6－3－18 上 7 … 「 強 震 動 予 測 レ シ

ピ」（２３）に… 

… 「 強 震 動 予 測 レ シ

ピ」（２７）に… 

** 6－3－18 上 10 …ついては，長谷川他

（2013）（３２）に… 

…ついては，長谷川他

（2013）（３６）に… 

** 6－3－18 上 11 

～ 

上 12 

… 破 壊 が ， Uchida et 

al.（2010）（３３）の… 

… 破 壊 が ， Uchida et 

al.（2010）（３７）の… 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－3－18 下 10 

～ 

下 9 

…入倉（2012）（３９）に

… 

…入倉（2012）（４３）に

… 

** 6－3－18 下 2 …諸井他（2013）（３１）

で… 

…諸井他（2013）（３５）

で… 

** 6－3－19 上 9 …入倉（2012）（３９）で

… 

…入倉（2012）（４３）で

… 

** 6－3－19 下 9 

～ 

下 8 

…佐藤（2010）（４０）や

片岡他（2006）（４１）等

に… 

…佐藤（2010）（４４）や

片岡他（2006）（４５）等

に… 

** 6－3－20 上 4 

～ 

上 5 

…Noda et al.（2002）

（１４）の方法… 

…Noda et al.（2002）

（１８）の方法… 

** 6－3－21 上 1 

～ 

上 2 

…いる長谷川他（2013）

（３２）等を… 

…いる長谷川他（2013）

（３６）等を… 

** 6－3－21 上 11 …については，長谷川

他（2013）（３２）に… 

…については，長谷川

他（2013）（３６）に… 

** 6－3－22 上 1 …笹谷他（2006）（４４）

の… 

…笹谷他（2006）（４８）

の… 

** 6－3－22 下 5 

～ 

…Noda et al.（2002）

（１４）に… 

…Noda et al.（2002）

（１８）に… 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

 下 4   

* 6－3－1 下 6 

～ 

下 5 

…2004 年北海道留萌支 

庁南部 地震… 

…2004 年北海道留萌支 

庁南部の地震… 

* 6－3－1 下 2 

～ 

下 1 

…2004 年北海道留萌支 

庁南部 地震… 

…2004 年北海道留萌支 

庁南部の地震… 

** 6－3－2 上 4 …藤他（2013）（４５）に …藤他（2013）（４９）に 

** 6－3－2 下 4 …究所（2013）（４７）に …究所（2013）（５１）に 

** 6－3－2 下 2 …（2014）（４９）に… …（2014）（５３）に… 

* 6－3－4 上 3 

～ 

上 4 

…した 2004 年北海道留 

萌支庁南部 地震… 

…した 2004 年北海道留 

萌支庁南部の地震… 

* 6－3－4 上 6 2004 年北海道留萌支 

庁南部 地震… 

2004 年北海道留萌支 

庁南部の地震… 

* 6－3－4 上 12 

～ 

上 13 

…いる。2004 年北海道 

留萌支庁南部 地震… 

…いる。2004 年北海道 

留萌支庁南部の地震… 

** 6－3－4 下 7 …al.（2002）（１４）の方 …al.（2002）（１８）の方 



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－3－4 下 2 佐藤他（2019）（５０）に 佐藤他（2019）（５４）に 

* 6－3－5 下 11 

～ 

下 10 

…2004 年北海道留萌支 

庁南部 地震の… 

…2004 年北海道留萌支 

庁南部の地震の… 

** 6－3－7 上 4 …al.（2002）（１４）の方 …al.（2002）（１８）の方 

** 6－3－24 上 3 日 本 原 子 力 学 会

（2015）（５１）に… 

日 本 原 子 力 学 会

（2015）（５５）に… 

** 6－3－24 上 8 

～ 

上 9 

…地震調査研究推進本

部（2012b）（５２）の… 

…地震調査研究推進本

部（2012b）（５６）の… 

** 6－3－24 下 12 … 活 断 層 研 究 会 編

（1991）（５３）に… 

… 活 断 層 研 究 会 編

（1991）（５７）に… 

** 6－3－24 下 11 

～ 

下 10 

…地震調査研究推進本

部（2012b）（５２）で… 

…地震調査研究推進本

部（2012b）（５６）で… 

** 6－3－24 下 5 …垣見他（2003）（５６）

を… 

…垣見他（2003）（６０）

を… 

** 6－3－25 上 4 …Noda et al.（2002）

（１４）の… 

…Noda et al.（2002）

（１８）の… 



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**

を付した頁は，令和 5年 6月 23 日付け総室発第 42 号で一部補正した頁を示す。 
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頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 6－3－26 

～ 

** 6－3－32 

 （記載の変更） 別紙 6－3－2 のとおり変

更する。 

** 6－3－33 

～ 

** 6－3－35 

 （記載の変更） 別紙 6－3－3 のとおり変

更する。 

** 6－3－37 

～ 

** 6－3－38 

 （記載の変更） 別紙 6－3－4 のとおり変

更する。 

** 6－3－44 

～ 

** 6－3－47 

 （記載の変更） 別紙 6－3－5 のとおり変

更する。 
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3.5 敷地及び敷地近傍の地盤振動特性 

3.5.4 地下構造モデル 

地震動評価に用いる地下構造モデルに関し，標準応答スペクトルに基づく

地震動評価に伴う検討等を踏まえ，地下構造モデルを以下のとおり設定する。 

速度構造及び密度については，解放基盤表面から地震基盤相当面までは新

第三系鮮新統～第四系下部更新統（久米層）の標高依存式に基づき設定し，

地震基盤相当面以深は敷地の地下構造調査結果を踏まえて設定する。減衰定

数については，その下限の存在を示す知見の蓄積を踏まえ（例えば佐藤他

（2006）等（１４）～（１７）），敷地における地震観測記録から求めた伝達関数に，

減衰下限値を考慮した一次元波動論に基づく理論伝達特性を当てはめる逆解

析により同定して設定する。設定した地下構造モデルを第3.5－1表に示す。 
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第 3.5－1 表 地震動評価に用いる地下構造モデル 

 

 

 

  

水平 鉛直

0.061f
-1.05 

(f≦6.78)
0.008     (f＞6.78)

EL.
(m)

層厚
(m)

S波速度
(m/s)

P波速度
(m/s)

密度

(g/cm
3
)

減衰定数 h(f)

2.07

0.264f
-1.05 

(f≦31.74)
0.007     (f＞31.74)

-476.0

90.0 835 2124 1.89
0.058f

-1.05 
(f≦6.78)

0.008     (f＞6.78)
0.249f

-1.05 
(f≦31.74)

0.007     (f＞31.74)
-566.0

89.0

-370.0

106.0 790 2000 1.85

904 2205 2.00
0.054f

-1.05 
(f≦6.78)

0.007     (f＞6.78)
0.240f

-1.05 
(f≦31.74)

0.006     (f＞31.74)

0.010f
-0.21 

(f≦1.31)
0.010     (f＞1.31)

0.004f
-0.23 

(f≦16.46)
0.002     (f＞16.46)

0.051f
-1.05 

(f≦6.78)
0.007     (f＞6.78)

0.234f
-1.05 

(f≦31.74)
0.006     (f＞31.74)

-679.0

55.0 2200 4800 2.65
0.013f

-0.21 
(f≦1.31)

0.012     (f＞1.31)
0.004f

-0.23 
(f≦16.46)

0.002     (f＞16.46)
-734.0

-655.0

24.0 947 2256

-992.0

- 2800 5300 2.78

258.0 2800 5300 2.78
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第 3.6－2 表 Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層による地震の断層

パラメータ（基本震源モデル，アスペリティ位置の不確かさを

考慮） 

 

 

全体 北部 南部

57.7 21.8 35.9

54.2 20.1 34.1

60
（西傾斜）

60
（西傾斜）

60
（西傾斜）

活断層調査結果に基づき設定

3 3 3

18 18 18

17.3 17.3 17.3 地震発生層と断層傾斜角から設定

967.9 362.4 605.5 断層面より算定

同心円状 同心円状 同心円状 －

153.9 130.1 168.1 D=M0/(μS)

3.1 3.1 3.1 Fujii and Matsu’ura(2000)による

2.59 2.59 2.59 Vr=0.72β（Geller(1976)（３１）による）

1.98E+19 － － A=2.46×1010×（M0×107）1/3

面積Sa（km2） 212.9 79.7 133.2 Sa=0.22S

平均すべり量Da（cm） 307.7 260.1 336.2 Da=2D

地震モーメントM0a（N・m） 2.29E+19 7.26E+18 1.57E+19 M0a=μSaDa

応力降下量Δσa（MPa） 14.09 14.09 14.09 Δσa =Δσ×S/Sa

短周期レベルA（N・m/s2）
（参考）

1.89E+19 1.16E+19 1.49E+19 A=4πraΔσaβ
2

面積Sb（km2） 755.0 282.7 472.3 Sb=S-Sa

平均すべり量Db（cm） 110.5 93.4 120.7 Db=M0b/(μSb)

地震モーメントM0b（N・m） 2.92E+19 9.24E+18 1.99E+19 M0b=M0-M0a

実効応力Δσb（MPa） 2.82 2.82 2.82 Δσb=0.2Δσa

断層下端長さ（km）

3.56E+19

3.50E+10 3.50E+10

設定方法

断層上端長さ（km）

断層傾斜角（°）

断層上端深さ（km）

断層下端深さ（km）

活断層調査結果による位置を基に設定

微小地震の発生及び地下構造から設定

項目
設定値

M0={S/(4.24×10
-11

)}
2
/10

7

全体の地震モーメントを断層面積の1.5
乗比で分配

μ=ρβ2，ρ=2.7g/cm3，β=3.6km/s
（βは敷地周辺を対象にした地震波速度
トモグラフィ，ρは地震調査研究推進本
部(2009a)の「全国1次地下構造モデル
（暫定版）」を参考に設定）

5.21E+19 1.65E+19

3.50E+10

背景領域

断層幅W（km）

断層面積S（km2）

破壊伝播様式

地震モーメントM0（N・m）

剛性率(N/m2)

短周期レベルA（N・m/s2）（参考）

平均すべり量D（cm）

アスペリ
ティ

平均応力降下量Δσ（MPa）

破壊伝播速度Vr（km/s）
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第 3.6－8 表 2011 年東北地方太平洋沖型地震の断層パラメータ（基本震源モ

デル，ＳＭＧＡ位置の不確かさを考慮） 

 

  

  

設定値 設定方法

θ(°) 200 F-net

δ1(°) 12 壇他(2005)（３８）

δ2(°) 21 壇他(2005)

λ(°) 88 F-net

L(km) 500 断層面積に基づき算定

W(km) 200 断層面積に基づき算定

N(°) 38.1035 本震の震源位置（気象庁）

E(°) 142.8610 本震の震源位置（気象庁）

H(km) 23.7 本震の震源位置（気象庁）

hu(km) 12.3 hu=H-w1sinδ1

hl(km) 68.9 hl=H+(100-w1)sinδ1+100sinδ2

S(km2) 100000 logS=M-4.0　佐藤他(1989)（４０）

Δσ(MPa) 3.08 M0=16/7×(S/π)3/2Δσ

M0(N･m） 4.00E+22
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)（３９）

MW 9.0 2011年東北地方太平洋沖地震

D(cm) 854.3 D=M0/(μS)

μ(N/m2) 4.68E+10

μ=ρVs
2，ρ=3.08g/cm3

地震調査研究推進本部（2002）（４１），

（2005）（４２）

Vs(km/s) 3.9 地震調査研究推進本部（2002），（2005）

Vr(km/s) 3.0 地震調査研究推進本部（2002），（2005）

面積 Sa(km
2) 12500 Sa=cS, c=0.125

地震モーメント M0a(N･m） 1.00E+22 M0a=μDaSa

すべり量 Da(cm) 1708.6 Da=2×D

応力降下量 Δσa(MPa) 24.6 Δσa=S/Sa×Δσ

短周期レベル Aa(N･m/s
2) 2.97E+20 Aa=(ΣAai

2)1/2=51/2Aa1

面積 Sa1(km
2) 2500 Sa1=Sa/5

地震モーメント M0a1(N･m） 2.00E+21 M0a1=M0aSa1
1.5/ΣSai

1.5=M0a/5

すべり量 Da1(cm) 1708.6 Da1=M0a1/(μSa1)

応力降下量 Δσa1(MPa) 24.6 Δσa1=Δσa

短周期レベル Aa1(N･m/s
2) 1.33E+20 Aa1=4πr1Δσa1Vs

2, r1=(Sa1/π)1/2

ライズタイム τa1(s) 8.33 τa1=0.5Wai/Vr，Wai:SMGA幅

面積 Sb(km
2) 87500 Sb=S-Sa

地震モーメント M0b(N･m） 3.00E+22 M0b=M0-M0a

すべり量 Db(cm) 732.2 Db=M0b/μSb

応力降下量 Δσb(MPa) 4.9 Δσb=0.2Δσa

ライズタイム τb(s) 33.33 τb=0.5W/Vr，W:断層幅

Q 110f 0.69 佐藤他（1994）

傾斜角2（西側）

すべり角

長さ

Q値

SMGA全体

各SMGA

背景領域

破壊伝播速度

項目

剛性率

せん断波速度

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

平均すべり量

下端深さ

断層面積

平均応力降下量

地震モーメント

基準点北緯

幅

基準点東経

基準点深さ

上端深さ

走向

傾斜角1（東側）
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第 3.6－13 表 茨城県南部の地震の断層パラメータ（基本震源モデル，アスペリ

ティ位置の不確かさを考慮） 

 

設定値 設定方法

N（°） 36.291

E（°） 140.060

h(km) 38～54 フィリピン海プレートの上面位置

Mj 7.3 Mj=Mw

MW 7.3 中央防災会議(2013)

M0(N･m） 1.12E+20
logM0=1.5Mw+9.1

Hanks and Kanamori(1979)

θ(°) 140.7
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域

δ(°) 90 中央防災会議(2013)

－ 右横ずれ 長谷川他(2013)

λ(°) 180 長谷川他(2013)

Δσ(MPa) 10.3 中央防災会議(2013)

S(km2) 900 中央防災会議(2013)

L(km) 45 L=S/W

W(km) 20
中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
トの厚さ

ρ(g/cm3) 2.875 μ=ρVs
2

Vs(km/s) 4.0 佐藤(2003)（４７）

μ(N/m2) 4.6E+10 中央防災会議(2013)

D(m) 2.55 D=M0/(μS)

Vr(km/s) 2.9 中央防災会議(2013)

面積 Sa(km
2) 150 中央防災会議(2013)

すべり量 Da(m) 5.10 Da=2D

地震モーメント M0a(N･m） 3.52E+19 M0a=μDaSa

応力降下量 Δσa(MPa) 62.0 中央防災会議(2013)

短周期レベル
（参考）

A(N･m/s2) 8.61E+19 Aa=4πraΔσaVs
2

面積 Sb(km
2) 750 Sb=S-Sa

すべり量 Db(m) 2.23 Db=M0b/（μSb）

地震モーメント M0b(N･m） 7.70E+19 M0b=M0-M0a

実効応力 Δσb(MPa) 12.4 Δσb=0.2Δσa

Q 110f 0.69 佐藤（1994）

中央防災会議(2013)のフィリピン海プレー
ト内の地震を想定する領域の北端

項目

Q値

アスペリティ

背景領域

走向

傾斜角

ずれの種類

すべり角

上端深さ

気象庁ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

ﾓｰﾒﾝﾄﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ

地震モーメント

破壊伝播速度

基準点 （断層北西端）

密度

せん断波速度

剛性率

平均すべり量

平均応力降下量

断層面積

長さ

幅
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第 3.6－20 表 2008 年岩手・宮城内陸地震の震源域と東海第二発電所敷地近

傍の比較 

項目 比較 

結果 

2008 年岩手・宮城内陸地震 

の震源域 

東海第二発電所 

敷地近傍 

地質 △  震源域近傍には，主に中新統～

鮮新統の堆積岩・火山岩等，第

四系の火山岩類が分布する。 

 敷地近傍には，中新統の堆積

岩，鮮新統の堆積岩，更新統の

段丘堆積物等，完新統の沖積層

及び砂丘砂層が分布する。 

地質 

構造 

×  震源域近傍には，中新世以降に

形成された褶曲構造が認めら

れる。 

 カルデラが密集することから，

地質構造が複雑である。 

 敷地近傍に広く分布する新第

三系鮮新統～第四系下部更新

統（久米層）及びこれを不整合

に覆う上部更新統はほぼ水平

に分布している。 

 敷地近傍にカルデラは分布し

ない。 

変動 

地形等 

×  下記の観点より，震源域近傍は

変動地形等の認識が難しい地

域である。 

− 震源域は山間部に位置し，近

傍に河成段丘が一部分布す

るのみであり，指標となる地

形が少ない。 

− 大規模地すべりを含めた地

すべりが密集している。 

 田力他(2009)（５０）によると，枛

木立付近には短いながら明瞭

な断層変位地形があり，低位段

丘礫層堆積期以降に複数回，比

較的活発な活動を繰り返して

いることが明らかとなった。 

 下記の観点より，敷地近傍は変

動地形等が認識しやすい地域

である。 

− 陸域には後期更新世以降に

形成された段丘面が広く分

布している。 

− 地すべりが認められない。 

− 海域には堆積層からなる鮮

新統及び下部更新統が水平

に広く分布している。 

 変動地形学的調査の結果，敷地

近傍陸域に変動地形は認めら

れない。 

火山 ×  火山フロントに近接する。  火山フロントの遠方に位置す

る。 

地震地

体構造 

×  東北日本弧内帯（8C）  東北日本弧外帯（8B） 

応力場 ×  防災科学技術研究所（2013）に

おいて，ひずみ集中帯と指摘さ

れている。 

 東西圧縮の逆断層型が卓越 

 ひずみ集中帯と指摘している

文献はない。 

 敷地周辺の茨城県北部では南

西－北東引張の正断層型が卓

越 

【凡例】○：類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし 
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第 3.6－21 表 2000 年鳥取県西部地震の震源域と東海第二発電所敷地近傍の

比較 

項目 比較 

結果 

2000 年鳥取県西部地震 

の震源域 

東海第二発電所 

敷地近傍 

地質 ×  震源域近傍には，主に白亜系～

古第三系の花崗岩及び中新統

の安山岩～玄武岩の岩脈が分

布する。 

 敷地近傍には，中新統の堆積

岩，鮮新統の堆積岩，更新統の

段丘堆積物等，完新統の沖積層

及び砂丘砂層が分布する。 

地質 

構造 

×  第四紀中期以降に新たに断層

面を形成して，断層が発達しつ

つあり，活断層の発達過程とし

ては初期ないし未成熟な段階

にある。 

 敷地近傍に広く分布する新第

三系鮮新統～第四系下部更新

統（久米層）及びこれを不整合

に覆う上部更新統はほぼ水平

に分布している。 

変動 

地形等 

×  下記の観点より，震源域近傍は

変動地形等の認識が難しい地

域である。 

− 岡田(2002)（５２）によると，

震源域近傍の活断層の特徴

として，第四紀中期以降に新

たな断層面を形成して断層

が発達しつつあり，活断層の

発達過程としては初期ない

し未成熟な段階にある。 

 震源域に震源断層の方向とほ

ぼ一致する短く断続するリニ

アメント群が判読されるとと

もにリニアメント沿いで水平

に近い条線をもつ断層露頭が

多く確認され，これらの断層は

横ずれ断層に伴うフラワー構

造を呈して地下では1本の断層

に収斂すると推測されている。 

 下記の観点より，敷地近傍は変

動地形等が認識しやすい地域

である。 

− 陸域には後期更新世以降に

形成された段丘面が広く分

布している。 

− 地すべりが認められない。 

− 海域には堆積層からなる鮮

新統及び下部更新統が水平

に広く分布している。 

 変動地形学的調査の結果，敷地

近傍陸域に変動地形は認めら

れない。 

火山 ×  火山フロントに近接する。  火山フロントの遠方に位置す

る。 

地震地

体構造 

×  中国山地・瀬戸内海（10C5）  東北日本弧外帯（8B） 

応力場 ×  西村（2014）において，ひずみ

集中帯と指摘されている。 

 東西圧縮の横ずれ断層型が卓

越 

 ひずみ集中帯と指摘している

文献はない。 

 敷地周辺の茨城県北部では南

西－北東引張の正断層型が卓

越 

【凡例】○：類似性あり，△：類似性低い～一部あり，×：類似性なし 
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第 3.7－1 表 活断層のリスト（調査モデル） 

断層 

番号 
断層名 

断層 

長さ 

(km) 

等価震源 

距離(km) 

Ｍ※1 

（松田式） 

Ｍ※2 

（武村式） 
活動度 

再来期間 

(年)  

1 関谷断層 40 92 7.5 7.6 － 3,350
※4

 

2 三郡森付近 18 106 6.9 7.0 Ｂ 5,600 

3 大阪－足沢 7 91 6.8 6.9 Ｂ 4,800 

4 二ッ箭断層 8 82 6.8 6.9 Ｂ 4,800 

5 赤井断層 5 73 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

6 湯ノ岳断層 5 64 6.8 6.9 Ｂ 4,800
※4

 

7 江花－虫笠 9 94 6.8 6.9 Ｂ 4,800 

8 那須湯本北 9 94 6.8 6.9 Ｂ 4,800 

9 那須湯本北東 4 89 6.8 6.9 Ｂ 4,800 

10 湯本塩原断層群 3 92 6.8 6.9 Ｂ 4,800 

11 深谷断層帯・綾瀬川断層 103 128 8.2 8.3 － 58,000
※4

 

12 新編日活海域
※3

 11 102 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

13 新編日活海域
※3

 23 110 7.1 7.2 Ｃ 38,000 

14 新編日活海域
※3

 22 98 7.1 7.2 Ｃ 36,700 

15 新編日活海域
※3

 12 99 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

16 新編日活海域
※3

 15 109 6.8 6.9 Ｃ 26,000 

17 新編日活海域
※3

 17 93 6.9 7.0 Ｃ 28,900 

18 新編日活海域
※3

 30 83 7.3 7.4 Ｃ 50,200 

19 新編日活海域
※3

 12 90 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

20 新編日活海域
※3

 12 87 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

21 新編日活海域
※3

 12 72 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

22 新編日活海域
※3

 13 112 6.8 6.9 Ｃ 25,600 

23 新編日活海域
※3

 32 106 7.3 7.5 Ｃ 53,600 

24 Ｆ３断層～Ｆ４断層 16 22 6.8 7.0 Ｂ 5,100 

25 
棚倉破砕帯西縁断層～同東縁付近

の推定活断層 
42 37 7.5 7.7 Ｂ 13,300 

26 

Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ

平地震断層 
58 31 7.8 7.9 Ｂ 18,400

※5
 

Ｆ１断層～北方陸域の断層 44 28 7.6 7.7 Ｂ 13,900 

27 Ｆ８断層 26 26 7.2 7.3 Ｂ 8,300 

28 Ｆ１６断層 26 30 7.2 7.3 Ｂ 8,300 

29 Ａ－１背斜 20 22 7.0 7.1 Ｂ 6,400 

30 関口－米平リニアメント 6 27 6.8 7.0 Ｂ 5,400 

31 宮田町リニアメント 1 21 6.8 7.0 Ｂ 5,400 

32 竪破山リニアメント 4 25 6.8 7.0 Ｂ 5,400 

33 Ｆ１１断層 5 38 6.8 7.0 Ｂ 5,400 

※1 松田（1975）に基づき算定。ただし下限はＭ6.8 とする。 

※2 武村（1998）（５８）に基づき算定。ただし下限はＭ6.8 とする。 

※3 活断層研究会編（1991）に記載されている活断層 

※4 更新過程に基づき評価 

※5 2011 年 4 月に活動した塩ノ平地震断層の地震調査研究推進本部の手法による今後 50 年発生確率

はほぼ 0％であることから，Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩ノ平地震断層の全長が破壊する場合

の確率は更に低くなる。 

別紙 6－3－5 
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第 3.7－3 表 海溝型地震で考慮している特定震源モデル（調査モデル） 

※1 地震調査研究推進本部（2012）に基づく。  
※2 巨視的断層は佐藤（1989）（４０）に，Ｍは宇佐美（2013）に基づく。 
※3 地震調査研究推進本部（2009a），（2012）に基づき更新過程として扱い，示されて

いる 50 年発生確率 1％より，年発生確率を算出する。  
※4 地震調査研究推進本部（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている 50 年

発生確率 0％より，年発生確率を算出する。  

 

 

 

 

第 3.7－4 表 海溝型地震で考慮している特定震源モデル（推本参考モデル） 

※1 地震調査研究推進本部（2009a），（2009b）（５９），（2012）に基づく。  
※2 巨視的断層は佐藤（1989）に，Ｍは宇佐美（2013）に基づく。 
※3 地震調査研究推進本部（2009a），（2012）に基づき更新過程として扱い，示されて

いる 50 年発生確率 1％より，年発生確率を算出する。  
※4 巨視的断層及びＭは地震調査研究推進本部（2009a）に基づく。 
※5 ポアソン過程で評価する。 
※6 地震調査研究推進本部（2012）に基づき更新過程として扱い，示されている 50 年

発生確率 0％より，年発生確率を算出する。   

 

 

 

 

 

 

断層名 
断層長さ及び 
断層幅(km) 

等価震源 
距離(km) 

Ｍ 
平均発生 

間隔(年)※1 

関東地震※2 
22×45 
63×55 

162 7.9～8.2 220※3 

2011 年東北地方太平洋沖型地震 500×200 － Ｍｗ9.0 600※4 

断層名 
断層長さ及び 
断層幅(km) 

等価震源
距離(km) 

Ｍ 
平均発生 

間隔(年)※1 

関東地震※2 
22×45 
63×55 

162 7.9～8.2 220※3 

茨城県沖の地震 
（繰り返し発生する地震）※4 

60 ×60 103 7.0 21※5 

2011 年東北地方太平洋沖型地震 500×200 － Ｍｗ9.0 600※6 
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第 3.6－3 図 断層パラメータの設定フロー（Ｆ１断層～北方陸域の断層～塩

ノ平地震断層による地震，基本震源モデル）  

断層面積S
S=L※ ・ W

967.9km2

地震モーメントM0

入倉・三宅（2001）（２８）

M0=(S/(4.24×10-11))2 ・10-7

5.21×1019N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

1.54m

平均応力降下量Δσ
Fujii and Matsu’ura(2000)（３０）

Δσ=3.1MPa

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D

アスペリティの
地震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

アスペリティの
応力降下量
Δσa=S/Sa・Δσ

14.09MPa

与条件とした項目

巨視的パラメータ アスペリティ全体のパラメータ

強震動予測レシピを用いて設定

アスペリティ面積比
Somerville et al.(1999)（２９）

0.22断層長さL
58km

断層幅W
17.3km

アスペリティ総面積Sa

Sa=0.22・S
212.9km2

断層上端深さ 3km
断層下端深さ18km
断層傾斜角60度

※ 断層形状を台形でモデル化しているため，断層面積を計算する際の断層長さは，
上辺と下辺の平均値である56.0kmとする。
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第 3.6－22 図 断層パラメータの設定フロー（茨城県南部の地震，基本震源モ

デル） 

  

アスペリティの
すべり量Da

Da=2D
5.1m

アスペリティの地
震モーメントM0a

M0a= μ・Da ・Sa

3.52×1019N・m

アスペリティ
面積Sa

※

150km2

アスペリティの
応力降下量

Δσa=S/Sa・Δσ
62MPa

中央防災会議（2013）に基づき，与条件とした項目

巨視的パラメータ 微視的パラメータ（アスペリティ）

与条件から設定

地震モーメントM0

logM0=1.5Mw+9.1
1.12×1020N・m

平均すべり量D
D=M0/（μ・S）

2.55m

平均応力降下量Δσ
Δσ=（7π1.5/16）（M0/S1.5 ）

10.3MPa

Mw=7.3

断層長さL
L=S/W
45km

断層面積S※

900km2

断層幅W
20km

※ 1855年安政江戸地震を再現するための初期モデル（Mw=7.07）を岩田・浅野（2010）（４６）のスケーリング則に基づき算出し，
※ それを与条件としている。
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添付書類六 6 章を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

―  （記載の追加） 別紙 6－6－1 のとおり追

加する。 
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別紙 6－6－1 

6. 津 波 

6.2 基準津波の策定 

6.2.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

敷地周辺の既往津波について文献調査を実施した。既往津波に関する主な

文献としては，土木学会（2016）（１），渡辺（1985）（２），渡辺（1998）

（３），宇佐美他（2013）（４），宇津他編（2001）（５），羽鳥（1975）（６），

羽鳥（1987）（７），竹内他（2007）（８），東北地方太平洋沖地震津波合同調

査グループ（2012）（９），国立天文台（2014）（１０），Ioki and Tanioka

（2016）（１１），気象庁の発表等がある。 

文献調査によると，敷地周辺に影響を与えたと考えられる津波には，1677

年延宝房総沖地震，2011 年東北地方太平洋沖地震がある。 

竹内他（2007）（８）によると，1677 年延宝房総沖地震は福島県，茨城県沿

岸では記録の残っている最大の津波であり，水戸紀年，大洗地方史，玄蕃先

代集乾等の史料による建物被害等の記載から津波浸水高を推定しており，ひ

たちなか市の浸水高は 4.5m～5.5m としている。 

2011 年東北地方太平洋沖地震については，発電所での痕跡高はおおむね

5m～6m（最大 6.5m）であった。既往津波に関する文献調査結果を第 6.2－1

表及び第 6.2－1 図に示す。 

津波堆積物に関する文献調査（１２）～（１９）を実施した結果，茨城県日立
ひ た ち

市
し

十王
じゅうおう

町，千葉県銚子
ちょうし

市及び九十九里浜地域で津波堆積物が確認されている

（澤井（2012）（１２），Sawai et al.（2012）（１３），Yanagisawa et al.

（2016）（１４），Pilarczyk et al.（2016（１５）,2021（１６））及び産業技術総

合研究所（2021）（１７））。 

澤井（2012）（１２）及び Sawai et al.（2012）（１３）によると，日立市十王
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町で確認された津波堆積物から 3 回のイベントが推定され，いずれも河川近

傍の標高 5m 以下の低地で検出されている。3 回のイベントのうち，文献記

録と対比できるのは，1677 年延宝房総沖地震津波のみである。 

Yanagisawa et al.（2016）（１４）は，古文書及び津波堆積物調査に基づき，

1677 年延宝房総沖地震津波が千葉県銚子市の小畑
こばたけ

池（T.P.＋11.3m）に浸水

したと解釈している。 

その他，Pilarczyk et al.（2016（１５），2021（１６））や産業技術総合研究

所（2021） （１７）では，千葉県の九十九里浜地域（蓮沼，一宮）において津

波堆積物が確認され，房総半島沖で発生した地震によるものと示唆されてい

る。 

行政機関による津波評価について文献調査を実施した。主な文献としては，

岩手県（2004）（２０），宮城県（2004）（２１），福島県（2013）（２２），茨城

県（2012）（２３），千葉県（2012）（２４），内閣府（2020（２５），2022（２６））

等がある。このうち，茨城県（2012）（２３）では，東北地方太平洋沖地震津

波及び H23 想定津波について評価している。なお，H23 想定津波は平成 19年

に茨城県で想定した津波である「延宝房総沖地震津波」の波源域等を参考に

した地震である。内閣府（2020（２５）,2022（２６））では，避難を軸とした総

合的な津波対策の検討のため，最大クラスの津波波源（日本海溝・千島海溝

沿いの巨大地震モデル）が評価されており，茨城県沿岸における浸水深分布

図が示されている。 

 

6.2.2 地震に起因する津波 

発電所に影響を与える可能性がある地震に伴う津波として，プレート間地

震及び海洋プレート内地震に起因する津波並びに敷地周辺の海域活断層によ

る地殻内地震に起因する津波を考慮した。 



6－6－4 

 

6.2.2.1 プレート間地震に起因する津波 

6.2.2.1.1 津波波源の設定 

6.2.2.1.1.1 検討対象領域の選定 

プレート間地震に起因する津波のうち，近地津波については過去に敷地へ

比較的大きな影響を及ぼした日本海溝沿いの領域を対象に，津波波源を検討

した。 

遠地津波（チリ地震等）及び近地津波のうち千島海溝沿い及び伊豆・小笠

原海溝沿いの領域については，既往津波の記録，波源の位置と伝播の指向性

を考慮すると，敷地への影響が小さく，影響の大きい敷地前面の波源を想定

波源として検討した。 

なお，1960 年チリ地震津波の津波波源を遠地津波の代表として再現解析

を行い，敷地への影響が小さいことを確認した。 

波源モデルの設定を第 6.2－2 図，数値シミュレーションの計算領域及び

計算格子を第6.2－2,3表及び第6.2－3図，評価結果を第6.2－4図に示す。 

 

6.2.2.1.1.2 想定津波の設定に反映する知見の分析 

プレート間地震について，最新の知見である 2011 年東北地方太平洋沖地

震に関連する知見を対象に文献調査（２７）～（５２）を実施し，2011 年東北地方

太平洋沖地震の特徴である，破壊領域，すべり，地震の発生メカニズム及び

発生確率に関する情報に着目して分析を行い，想定津波を設定した。 

 (1) 2011 年東北地方太平洋沖地震に関連する知見 

固着の程度と破壊伝播については，固着の程度が小さい領域が破壊伝播

のバリアとなっており，北米プレートとフィリピン海プレートの境界が余

震を含む破壊伝播のバリアとして作用しているという見解が示されている。 



6－6－5 

固着の程度とすべりについては，大きなすべりが生じた領域は，固着の

程度が大きい領域に対応しており，海溝軸付近では大きなすべりを生じた

（オーバーシュートが生じた）領域が見られ，遠洋性粘土層が連続的に分

布している領域に対応しているという見解が示されている。 

地震の発生メカニズムについては，地震前後で，応力状態が圧縮状態か

ら引張状態へ変化したことから，三陸沖中部～福島県沖に蓄積されていた

巨大地震を引き起こす歪みはほぼ完全に解消されたという見解が示されて

いる。また，津波堆積物調査結果等から，過去に同規模の巨大地震が数百

年間隔で発生しているという見解が示されている。 

(2) 2011 年東北地方太平洋沖地震の特徴 

「(1) 2011 年東北地方太平洋沖地震に関連する知見」を踏まえ，2011

年東北地方太平洋沖地震の特徴について整理した。 

破壊領域については，複数の領域が連動して破壊した傾向が見られ，余

震を含む破壊領域の南限は，北米プレートとフィリピン海プレートの境界

に位置している傾向が見られる。 

すべりについては，不均質性が認められ，大きなすべりが生じた領域は，

三陸沖中部の一部，宮城県沖，三陸沖南部海溝寄り，福島県沖の一部の 4

領域及びその沖合の海溝軸付近である傾向が見られる。 

地震のメカニズムについては，地震の前後でプレート境界上盤側で発生

する地震のメカニズムは大きく変化した傾向が見られる。 

 

6.2.2.1.1.3 想定津波の設定方針 

想定津波の設定に反映する知見の分析を踏まえて，2 つの津波波源を設定

した。 

日本海溝沿いで生じた地震津波のうち，2011 年東北地方太平洋沖地震は
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敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ，東北地方太平洋沖型の津

波波源を設定した。東北地方太平洋沖型の津波波源で大きなすべりが生じる

領域は，三陸沖中部から福島県沖及びその沖合の海溝軸付近の領域とした。 

また，日本海溝沿いで生じた地震津波のうち，1677 年延宝房総沖地震は

敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ，茨城県沖に想定する津波

波源を設定した。茨城県沖に想定する津波波源については，2011 年東北地

方太平洋沖地震で大きなすべりが生じていない領域とした。領域の南限につ

いては，北米プレートとフィリピン海プレートの境界とした。 

なお，2011 年東北地方太平洋沖地震で応力を解放した領域では，東北地

方太平洋沖型の地震津波の発生確率は極めて小さいことを踏まえて設定した。 

津波波源の設定結果を第 6.2－5 図に示す。 

 

6.2.2.1.2 津波評価 

6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 

(1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 

ａ．既往津波の再現性の確認 

計算条件，破壊伝播（破壊開始点，破壊伝播速度及び立ち上がり時間）

を考慮した特性化波源モデル（断層面積，すべり量等）の妥当性を確認

することを目的として再現計算を実施した。対象津波は，敷地に比較的

大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波であり，津波痕跡高の記録

が比較的多い 2011 年東北地方太平洋沖地震津波とした。 

2011 年東北地方太平洋沖地震津波の特性化波源モデルの断層面積は，

杉野他（2014）（５３）を参考に設定した。平均すべり量については，地

震の規模に関するスケーリング則と地震モーメントの定義式から算定し

た。その際の平均応力降下量については，内閣府（2012）（５４）及び
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Murotani et al.（2013）（５５）の知見を踏まえて 3.0MPa を設定した。

また，剛性率については，2011 年東北地方太平洋沖地震のインバージ

ョン解析結果から算出した 4.7×1010N/m2を設定した。 

すべり量の不均質性については，杉野他（2014）（５３）を参考に，超

大すべり域，大すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり

量の 3倍，1.4 倍，0.33 倍に，面積をそれぞれ全体の面積の 15％，25％，

60％となるように設定した。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，海溝軸付近に配置した。 

破壊の伝播特性については，破壊開始点を震源位置，破壊伝播速度を

3.0km/s，立ち上がり時間を 30 秒とした。特性化波源モデルの諸元を第

6.2－6 図に示す。 

再現性は，東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012）（９）

及び経済産業省（2011）（５６）に示される 2011 年東北地方太平洋沖地震

に伴う津波の痕跡高さを用いて評価を実施した。 

再現性の指標としては，相田（1977）（５７）による痕跡高さと津波シ

ミュレーションにより計算された津波高さとの比から求める幾何学平均

値 K 及びバラツキを表す指標κを用いることとし，土木学会（2016）（1）

において再現性の目安とされている「0.95＜K＜1.05，κ＜1.45」を参

考とした。津波に伴う水位変動の評価は，土木学会（2016）（１）を参考

に実施した。 

数値シミュレーションの計算条件及び計算格子を第 6.2－4,5 表及び

第 6.2－7,8 図に示す。 

東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012）（９）及び経済産

業省（2011）（５６）に示される痕跡高さと津波シミュレーションにより

計算された津波高さとの比較を第 6.2－9,10 図に示す。 
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設定した特性化波源モデルは，青森県北部から千葉県南部の痕跡高さ

に対して計算値の方が大きくなっているが（幾何平均 K=0.94），幾何

標準偏差（κ=1.43）は土木学会（2016）（１）の目安値を満足している。

また，発電所においても痕跡高に対して計算値が大きくなっているが

（幾何平均 K=0.89），幾何標準偏差（κ=1.08）は土木学会（2016）（１）

の目安値を満足している。よって，計算条件及び破壊伝播（破壊開始点，

破壊伝播速度及び立ち上がり時間）を考慮した特性化波源モデルは妥当

であると判断される。 

ｂ．津波モデルの設定 

東北地方太平洋沖型の津波波源については，2011 年東北地方太平洋

沖地震の再現性が確認されている特性化波源モデルを基に設定した。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，2011 年東北地方太平

洋沖地震の知見を踏まえて，三陸沖中部から福島県沖の範囲で，発電所

への津波水位の影響が最も大きくなる位置（概略パラメータスタディ）

に設定した。 

立ち上がり時間については 30 秒とした。 

ｃ．数値シミュレーション 

数値シミュレーションの計算条件を第 6.2－6 表に示す。計算格子に

ついては，「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖

型の津波波源 a．既往津波の再現性の確認」において敷地周辺の再現

性を確認した計算格子（第 6.2－8 図）を用いた。 

評価位置について，水位上昇側については，重要な安全機能を有する

施設の設置された敷地に基準津波による遡上波を到達，流入させないた

め，津波防護施設として防潮堤を設置することから，防潮堤前面を評価

位置とした。水位下降側については，取水路内の水位変動に伴う非常用
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海水ポンプの取水性を評価することから，取水口前面を評価位置とした。 

数値計算モデルについては，第 6.2－11 図に示す「基準津波設定モデ

ル」及び「①津波波源選定モデル」の 2 つのモデルを作成し，基準津波

の津波波源の選定に当たっては「①津波波源選定モデル」を，基準津波

の設定には「基準津波設定モデル」を用いた。なお，「基準津波設定モ

デル」と「①津波波源選定モデル」は，津波水位に影響を及ぼす可能性

が高い防潮堤の海側に面した部分の形状が同じであり，また海面下の設

備の形状の違いも軽微であることから，両モデルの差異が津波水位に与

える影響は極めて小さいものと判断されるため，「①津波波源選定モデ

ル」を用いることとした。 

概略パラメータスタディ結果を第 6.2－7 表，評価位置を第 6.2－12

図，「基準津波設定モデル」及び「①津波波源選定モデル」の数値計算

モデルを第 6.2－11 図に示す。概略パラメータスタディの結果，防潮堤

前面の最大水位上昇量は 8.13m，取水口前面の最大水位下降量は-3.69m

となった。 

(2) 茨城県沖に想定する津波波源に保守性を考慮した津波波源 

ａ．津波モデルの設定 

1) 茨城県沖に想定する津波波源 

茨城県沖に想定する津波波源については，固着の程度が小さい領域

に大きなすべりを生じる津波波源を想定した。波源領域の南限につい

ては，Uchida et al.（2009）（５８）を参考に北米プレートとフィリピ

ン海プレートの境界とし，波源領域の北限については，茨城県沖と福

島県沖の境界とした。なお，波源領域の北限については，すべり量が

保守的な設定となるように，福島県沖の一部まで拡張して設定した。

また，プレート間地震と津波地震の連動型地震を仮想的に考慮した。 
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平均すべり量，応力降下量及び剛性率については，「6.2.2.1.2.1 

波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 a．既往津

波の再現性の確認」と同様とした。 

すべり量の不均質性については，杉野他（2014）（５３）を参考に，

大すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 2 倍，

0.33 倍に，面積をそれぞれ全体の面積の 40％，60％となるように設

定した。 

大すべり域の位置については，海溝軸付近に配置した。 

立ち上がり時間については，30 秒とした。 

特性化波源モデルの諸元を第 6.2－13 図に示す。数値シミュレーシ

ョンの計算条件，計算格子，評価位置及び数値計算モデルについては，

「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波

波源 c．数値シミュレーション」と同様とした。 

概略パラメータスタディ結果を第 6.2－8,9 表に示す。 

2) 保守性を考慮した津波波源 

茨城県沖に想定する津波波源について，断層面積及びすべり量に関

する保守性を考慮したモーメントマグニチュードＭｗ8.7 の津波波源

（以下「茨城県沖から房総沖に想定する津波波源」という。）を設定

した。 

具体的には，特性化波源モデルの断層面積は，北米プレートとフィ

リピン海プレートの境界を越えて南限を房総沖まで拡張した茨城県沖

から房総沖までの領域に設定した。 

茨城県沖から房総沖に想定する津波波源の特性化波源モデルの設定

方法及び各種パラメータを第 6.2－14,15 図に示す。 

平 均 す べ り 量 ， 平 均 応 力 降 下 量 及 び 剛 性 率 に つ い て は ，
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「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波

波源 a．既往津波の再現性の確認」と同様とした。 

すべり域については，杉野他（2014）（５３）よりも保守的になるよ

う超大すべり域，大すべり域を設定した。具体的には，杉野他（2014）

（５３）では，Ｍｗ8.7 の場合，超大すべり域を設定していないが，設

定した。 

すべり量の不均質性についても，杉野他（2014）（５３）では，超大

すべり域，大すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり

量の 3 倍，1.4 倍，0.33 倍に，面積をそれぞれ全体の面積の 15％，

25％，60％となるように設定しているが，超大すべり域，大すべり域

及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 4 倍，2 倍，0.62

倍に，面積をそれぞれ全体の面積の 5％，15％，80％となるように設

定した。また，大すべり域の形状を変えた 2 パターンのモデルを選定

した。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，海溝軸付近に配置し，

茨城県沖から房総沖の範囲で，発電所への津波水位の影響が最も大き

くなる位置に設定した。 

立ち上がり時間については，30 秒とした。 

特性化波源モデルの諸元を第 6.2－16 図に示す。 

ｂ．数値シミュレーション 

数値シミュレーションの計算条件，計算格子，評価位置及び数値計算

モデルについては，「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方

太平洋沖型の津波波源 c．数値シミュレーション」と同様とした。 

茨城県沖から房総沖に想定する津波波源の特性化波源モデルの概略パ

ラメータスタディ結果を第 6.2－10,11 表に示す。概略パラメータスタ
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ディの結果，防潮堤前面の最大水位上昇量は 17.60m，取水口前面の最

大水位下降量は-5.47m となった。 

(3) 発電所への影響が大きい津波波源の選定 

これまでの検討結果を踏まえ，プレート間地震による津波波源について

は，東北地方太平洋沖型の津波波源に比べ，発電所での津波水位変動量が

大きい茨城県沖から房総沖に想定する津波波源を選定した。 

 

6.2.2.1.2.2 数値計算 

パラメータの不確かさについて，破壊開始点，破壊伝播速度，立ち上がり

時間を合理的と考えられる範囲で変化させたパラメータスタディを実施した。 

具体的には，破壊開始点については，地震調査研究推進本部（2017a）（５

９）を参考に大すべり域を囲むように設定し，破壊伝播速度については，国

内外のインバージョン解析結果等の知見（Satake et al.（2013）（６０），杉

野他（2014）（５３），内閣府（2012）（５４），地震調査研究推進本部（2005）

（６１）及び Fujii and Satake（2007）（６２））を考慮し，設定した。また，立

ち上がり時間については，Satake et al.（2013）（６０）によるインバージョ

ン解析の最小立ち上がり時間及び内閣府（2012）（５４）の知見を参考に設定

した。 

詳細パラメータスタディの設定を第 6.2－17 図に示す。 

数値シミュレーションの計算条件，計算格子，評価位置及び数値計算モデ

ルについては，「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖

型の津波波源 c．数値シミュレーション」と同様とした。なお，詳細パラ

メータスタディにおいて潮位条件の影響を含めた検討を実施した。その結果，

発電所に最も大きな影響がある波源として水位上昇側ではケース A-3，破壊

開始点⑥，破壊伝播速度 3.0km/s，立ち上がり時間 30 秒，水位下降側では
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ケース A-5，破壊開始点⑤，破壊伝播速度 1.0km/s，立ち上がり時間 30 秒が

選定された。詳細パラメータスタディ結果を第 6.2－12～16 表及び第 6.2－

18,19 図に示す。 

 

6.2.2.2 海洋プレート内地震に起因する津波 

6.2.2.2.1 津波波源の設定 

Alvarez-Gomez et al.（2012）（６３）に基づけば，1933 年昭和三陸地震は

国内外で最大規模の海洋プレート内地震である。また，地震調査研究推進本

部（2012）（３７）は，次の地震の規模を 1933 年昭和三陸地震と同等と評価し

ている。これらを踏まえ，津波波源の設定については 1933 年昭和三陸地震

津波を基本とした。 

発生領域については，地震調査研究推進本部（2012）（３７）は，1933 年昭

和三陸地震と同様な地震が三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のどこ

でも発生するとしていることを踏まえ，三陸沖北部から房総沖までとした。 

 

6.2.2.2.2 津波評価 

6.2.2.2.2.1 波源モデルの設定 

1933 年昭和三陸地震津波の波源モデルについては，土木学会（2016（１），

2011（６４））を参考に設定した。なお，波源モデルについては，土木学会

（2016）（１）において 1611 年の津波が海洋プレート内地震であった場合の

地震規模をＭｗ8.6 として評価していることを踏まえ，安全側にＭｗ8.6 に

スケーリングしたモデルとした。 

位置，走向及び傾斜については，三陸沖北部から房総沖までの範囲で，発

電所への津波水位の影響が最も大きくなる位置及び変動を設定した。 

立ち上がり時間については，0 秒とした。 
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波源モデルの諸元を第 6.2－20 図に示す。 

6.2.2.2.2.2 数値計算 

数値シミュレーションの計算条件，計算格子，評価位置及び数値計算モデ

ルについては，「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖

型の津波波源 c．数値シミュレーション」と同様とした。 

パラメータスタディ一覧及び結果を第 6.2－17,18 表及び第 6.2－21 図に

示す。 

パラメータスタディの結果，防潮堤前面の最大水位上昇量は 6.44m，取水

口前面の最大水位下降量は-4.19m となった。 

なお，海洋プレート内地震に起因する津波については，パラメータスタデ

ィの結果，プレート間地震の概略パラメータスタディ結果（防潮堤前面の最

大水位上昇量は 17.60m，取水口前面の最大水位下降量は-5.47m）と比較し

て，最大水位上昇量及び下降量が小さいため，詳細検討については省略した。 

 

6.2.2.3 海域活断層による地殻内地震に起因する津波 

6.2.2.3.1 津波波源の設定 

「1. 地盤」における調査結果における評価に基づき，津波波源を設定し

た。 

 

6.2.2.3.2 津波評価 

阿部（1989）（６７）の簡易予測式による推定津波高の比較により，発電所

に及ぼす影響が大きいと考えられる津波波源を抽出する。 

阿部（1989）（６７）の簡易予測式で用いた津波波源の諸元及び津波高の比

較結果を第 6.2－22 図及び第 6.2－19 表に示す。評価の結果，推定津波高は

1.8m となった。 
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なお，海域活断層による地殻内地震に起因する津波については，評価の結

果，プレート間地震の概略パラメータスタディ結果（防潮堤前面の最大水位

上昇量は 17.60m）と比較して，最大水位上昇量が小さいため，詳細検討に

ついては省略した。 

 

6.2.2.4 地震による津波水位の評価 

地震に起因する津波のうち，発電所に最も影響を与える地震津波は，プレ

ート間地震による津波である。 

プレート間地震による津波の最高水位は，防潮堤前面において T.P.＋

17.2m，取水口前面において T.P.＋14.3m であり，最低水位は，取水口前面

において T.P.－5.3m である。 

なお，プレート間地震による津波が発電所に最も影響を与える地震津波と

なる理由を検討するために，プレート間地震，津波地震及び海洋プレート内

地震による津波の伝播特性について検討した。後述する基準津波策定位置及

び取水口前面における各波源の水位の時刻歴波形，フーリエ・スペクトル，

フーリエ・スペクトル比を第 6.2－23 図に示す。 

水位の時刻歴波形から，海洋プレート内地震による津波は基準津波策定位

置で他の波源に比べて周期が短く，取水口前面で大きく減衰している。基準

津波策定位置でのフーリエ・スペクトルをみると，海洋プレート内地震では

2～5 分の短周期成分が多く含まれ，最大波の周期（2.3 分）もプレート間地

震と津波地震の連動型地震による津波の周期（21 分）及び津波地震による

津波の周期（7 分）に比べて短い。また，各波源におけるフーリエ・スペク

トル比から，基準津波策定位置から取水口前面に進むにつれて，比較的短周

期（2～5 分）では減衰し，長周期（おおむね 10 分以上）では増幅する傾向

が見られる。 
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以上のことから，津波の伝播特性と各波源による津波の周期特性からプレ

ート間地震による津波が発電所に最も影響を与える地震津波となったと考え

られる。 

 

6.2.3 地震以外に起因する津波 

発電所に影響を与える可能性がある地震以外を要因とする津波として，陸

上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波，火山現象に起因す

る津波を考慮した。 

 

6.2.3.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

文献調査の結果，敷地周辺における陸上及び海底での地すべり並びに斜面

崩壊による歴史津波の記録はない。 

塩屋埼
し お やざ き

から犬吠埼
いぬぼうさき

の範囲の陸域について地すべりに関する文献調査を実施

した結果，防災科学技術研究所（2004）（６８）は敷地の南方に地すべり地形

を示している。空中写真及び国土地理院 5mDEM を用いて，地形判読を行った

結果，発電所に影響を及ぼす津波を引き起こす可能性のある陸上の地すべり

及び斜面崩壊の地形は認められない。地形判読結果を第 6.2－24,25 図に示

す。 

海底地すべりに関する文献調査を実施した結果，徳山他（2001）（６９）は，

いわきの沖合に海底地すべり地形を示している。徳山他（2001）（６９）が示

す地すべりを含む範囲について，一般財団法人日本水路協会発行の海底地形

デジタルデータ M7000 シリーズを用いた 150mDEM データにより海底地すべり

地形判読調査を実施した結果，海底地すべり地形は判読されない。また，産

業技術総合研究所（2015）（７０）による東日本沖太平洋海域（GH762）の音波

探査記録（サブボトムプロファイラー）を用いて，池原他（1990）（７１）に
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示される考え方に基づき，海底地すべりの検討を実施した結果，徳山他

（2001）（６９）に図示された海底地すべりは，層相 2（砂質堆積物）に区分

され，海底地すべりを示唆する特徴的な構造は確認されなかった。したがっ

て，徳山他（2001）（６９）に図示された位置に海底地すべりはないものと判

断した。また，敷地前面海域の海底地形の判読を実施した結果，海底地すべ

りの可能性のある地形は認められない。海底地形判読結果を第 6.2－26～29

図に示す。 

以上のことから，陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津

波について，敷地への影響はない。 

なお，文献調査の結果，Moore et al.（1989）（７２）によれば，ハワイ諸

島では過去に複数の海底地すべりが発生したことが示されている。過去に発

生した海底地すべりの中から，後期更新世以降に生じた地すべりのうち，巨

大津波を伴った可能性があり，面積が大きいハワイ島西部の地すべりを評価

対象として選定した。評価対象の選定結果を第 6.2－30 図に示す。 

選定した地すべりについて，ハワイ大学マノア校海洋地球科学技術学部

（ＳＯＥＳＴ）による地形デジタルデータ（50m グリット）を使用し，地す

べり規模（体積）を算出し，Papadopoulos and Kortekaas（2003）（７３）に

示されている地すべり体積と津波水位の関係を用いて日本沿岸における水位

を推定した結果，敷地への影響は小さいことを確認した。海底地形判読結果

及び評価結果を第 6.2－31,32 図に示す。 

以上のことから，ハワイ諸島周辺の海底地すべりに起因する津波の敷地へ

の影響は小さい。 

 

6.2.3.2 火山現象に起因する津波 

「7. 火山」に記載したとおり，敷地周辺において，火山現象による歴史
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津波の記録はなく，海底活火山の存在も認められないことから，火山現象に

起因する津波について，敷地への影響はない。 

なお，文献調査の結果，阿部・平野（2007）（７４）は，三陸沖で沈み込む

太平洋プレート（海洋プレート）上でこれまで分かっている火山活動とは異

なる，新しいタイプの火山（プチスポット）の存在を示している。津波発生

要因となる火山現象のうち，過去に海中噴火が発生していることから，海中

噴火に伴う津波発生の可能性がある。そのため，平野（2007a（７５），2007b

（７６）），Hirano（2011）（７７），平野他（2010）（７８），Fujiwara et al.

（2007）（７９）及び町田他（2007）（８０）に示されているプチスポットの特徴

を踏まえ，Levin and Nosov（2009）（８１）の海底火山からの噴出物により発

生する水位の推定方法を用いて津波水位を推定した結果，敷地への影響は小

さいことを確認した。 

海底火山の特徴を第 6.2－20 表，波源パラメータ及び評価結果を第 6.2－

21,22 表に示す。 

以上のことから，プチスポットに起因する津波の敷地への影響は小さい。 

 

6.2.3.3 地震以外に起因する津波の評価 

地震以外に起因する津波については，前節までの検討結果から地震に起因

する津波と比較して敷地への影響は十分に小さい。 

 

6.2.4 津波発生要因の組み合わせの検討 

「6.2.2 地震に起因する津波」及び「6.2.3 地震以外に起因する津波」

の評価を踏まえ，津波発生要因の組み合わせについて検討した。 

地震以外に起因する津波については，地震に起因する津波と比較して敷地

への影響が十分に小さいこと及び各津波発生要因の関連性はないことから，
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地震に起因する津波と地震以外に起因する津波の組み合わせの必要はないと

評価した。 

 

6.2.5 基準津波の選定 

6.2.5.1 基準津波の津波波源の選定 

地震以外に起因する津波の敷地への影響は地震に起因する津波と比較して

十分に小さいことから，下記の津波波源を基準津波として選定した。 

水位上昇側で発電所に最も大きな影響がある津波波源は，プレート間地震

であり，超大すべり域，大すべり域は波源モデルの北限から南へ 20km 移動

した位置，破壊開始点⑥，破壊伝播速度 3.0km/s，立ち上がり時間 30 秒で

ある。 

水位下降側で発電所に最も大きな影響がある津波波源は，プレート間地震

であり，超大すべり域，大すべり域は波源モデルの北限から南へ 40km 移動

した位置，破壊開始点⑤，破壊伝播速度 1.0km/s，立ち上がり時間 30 秒で

ある。基準津波の津波波源を第 6.2－33 図に示す。 

 

6.2.5.2 基準津波の設定 

基準津波の設定には，第 6.2－11 図に示す「基準津波設定モデル」を用い

た。 

基準津波は，時刻歴波形に対して施設からの反射波の影響が微小となるよ

う，敷地前面の沖合い約 19km（水深 100m 地点）の位置で策定した。基準津

波策定位置における上昇側の最高水位は T.P.＋7.1m，下降側の最低水位は

T.P.－3.3m である。基準津波の策定位置及び水位の時刻歴波形を第 6.2－34

図に示す。 

「基準津波設定モデル」による評価の結果，防潮堤前面の最高水位は T.P.
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＋17.1m，取水口前面の最低水位は T.P.－4.9m となった。水位下降側の基準

津波について，貯留堰天端高さを下回る継続時間の評価においては，貯留堰

前面を評価位置とした。貯留堰天端高さを下回る継続時間を評価した結果，

非常用海水ポンプの運転可能継続時間である 30 分を下回っていることを確

認した。評価結果を第 6.2－23,24 表及び第 6.2－35,36 図に示す。 

なお，「基準津波設定モデル」と「①津波波源選定モデル」のモデルの違

いによる影響検討を行い，基準津波の波源位置及び最高水位位置が同じであ

り水位にも有意な差は認められないことを確認した。「①津波波源選定モデ

ル」による基準津波の波源位置の影響検討結果を第 6.2－25～28 表に，「①

津波波源選定モデル」による基準津波の最高水位位置及び水位の影響検討結

果を第 6.2－29 表及び第 6.2－37,38 図に示す。 

なお，基準津波と同規模の津波波源による遡上域が，津波堆積物調査結果

等（竹内他（2007）（８），澤井（2012）（１２），Sawai et al.（2012）（１３）

及び Yanagisawa et al.（2016）（１４））を上回っていることから，基準津波

の規模は，敷地周辺における津波堆積物等の地質学的証拠及び歴史記録等か

ら推定される津波の規模を超えていることを確認した。また，行政機関によ

る既往評価との比較として，茨城県（2012）（２３）及び内閣府(2020（２

５）,2022（２６）)が評価した津波高さを基準津波が上回ることを確認した。地

質学的証拠及び歴史記録等による確認結果を第 6.2－39,40 図，行政機関に

よる既往評価との比較結果を第 6.2－41 図に示す。 

 

6.3 基準津波の年超過確率の参照 

日本原子力学会（2012）（８２），土木学会（2009（８３），2011（６４），2016

（１）），原子力安全基盤機構（2014）（８４），地震調査研究推進本部（2012

（３７），2014（８５），2017b（８６），2019（８７））及び 2011 年東北地方太平洋沖
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地震から得られた知見等を踏まえ，確率論的津波ハザード評価を行い，基準

津波による水位の年超過確率を参照した。数値計算モデルは「基準津波設定

モデル」を用いた。 

確率論的津波ハザード評価において設定した津波発生領域の設定を第 6.3

－1～3 図，ロジックツリーを第 6.3－4～8 図に示す。 

基準津波策定位置における基準津波の最高水位及び最低水位の年超過確率

は，それぞれ 10－４程度及び 10－３程度である。波源別ハザード曲線及びフラ

クタイルハザード曲線を第 6.3－9,10 図に示す。 

 

6.4 基準津波に対する安全性 

第 6.2－23 表のとおり，防潮堤前面における基準津波による最高水位は，

T.P.＋17.1m 程度である。 

重要な安全機能を有する設備を内包する建屋は T.P.＋8m の敷地に設置さ

れており，重要な安全機能を有する屋外設備である海水ポンプ室を設置して

いるエリアは T.P.＋18m 及び T.P.＋20m の防潮堤に囲まれているため，十

分な裕度があり，基準津波による遡上波に対して影響を受けるおそれはない。 

取水ピットでの最低水位は，T.P.－5.0m である。非常用海水ポンプの取

水可能水位は T.P.－5.66m であることから，津波により水位が低下した場合

でも，非常用海水ポンプの取水性に影響を及ぼすことはない。 

また，基準津波に伴う砂移動による影響について検討した。砂移動により

取水口が閉塞しないことを確認するため，茨城県（2005）（８８）等を参考に

砂の粒径及び密度を設定した。また，藤井他（1998）（８９）及び高橋他

（1999）（９０）の手法を用いて砂移動に関する数値シミュレーションを実施

し，最も影響を及ぼす条件の選定を行った。 

数値計算モデルについては，第 6.4－1 図に示す「基準津波設定モデル」
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及び「②設備影響検討モデル」の２つのモデルを作成し，非常用海水ポンプ

の取水性へ最も影響を及ぼす条件の選定に当たっては「②設備影響検討モデ

ル」を，非常用海水ポンプの取水性への影響評価には「基準津波設定モデル」

を用いた。なお，「基準津波設定モデル」と「②設備影響検討モデル」は，

海面下の設備形状が同じであることから，両モデルの差異が非常用海水冷却

系の取水性に与える影響は極めて小さいものと判断されるため，「②設備影

響検討モデル」を用いることとした。 

また，「基準津波設定モデル」と「②設備影響検討モデル」によるモデル

の違いによる影響検討を行い，最高水位位置が同じであり，水位にも有意な

差は認められないことを確認した。 

選定の結果，高橋他（1999）（９０）の手法による浮遊砂上限濃度 1％の条

件を選定した。 

「基準津波設定モデル」及び「②設備影響検討モデル」の数値計算モデル

を第 6.4－1 図，「②設備影響検討モデル」による基準津波の最高水位位置

及び水位の影響検討結果を第 6.4－1 表及び第 6.4－2,3 図に示す。 

高橋他（1999）（９０）の手法による浮遊砂上限濃度 1％の条件において

「基準津波設定モデル」で評価を実施した結果，取水口前面における砂の堆

積厚さは，最大で 0.4m 程度であり，取水口が閉塞することはない。 

砂移動に関する数値シミュレーションの計算条件を第6.4－2表及び第6.4

－4 図，砂移動評価の条件選定結果を第 6.4－3 表，発電所周辺における砂

移動評価結果を第 6.4－4 表及び第 6.4－5,6 図に示す。 

さらに，取水ピットにおける砂の堆積厚さを評価し，非常用海水ポンプの

取水に影響がないことを確認するため，基準津波に伴う砂移動による影響の

検討において取水口前面における砂の堆積厚さが最も大きくなる高橋他

（1999）（９０）の手法による浮遊砂上限濃度 1％の条件を対象に，数値シミ
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ュレーションを実施した。取水ピットにおける砂の堆積厚さは最大で 0.01m

程度であり，非常用海水ポンプの高さを上回らない。以上のことから，非常

用海水ポンプの取水への影響はないことを確認した。 

取水設備の水理特性に関する数値シミュレーションの計算条件を第 6.4－

5表，海水ポンプ室における砂の堆積厚さの評価結果を第6.4－6表に示す。 
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第 6.2－2 表 1960 年チリ地震の津波波源 

(広域の再現解析：計算条件)  

 

第 6.2－3 表 1960 年チリ地震の津波波源 

(発電所周辺の再現解析：計算条件)  
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第 6.2－21 表 海底火山（プチスポット）の波源パラメータ  
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第 6.4－2 表 砂移動評価 

（計算条件）  
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第 6.4－5 表 海水ポンプ室における砂の堆積厚さの評価 

（計算条件）  

 

 

 

ここに, ｔ ：時間 Ｑ ：流量 v ：流速 ｘ ：管底に沿った座標 Ａ ：流水断面積 Ｈ ：圧力水頭＋位置水頭（管路の場合）/位置水頭（開水路の場合）
ｚ ：管底高 ｇ ：重力加速度 ｎ ：マニングの粗度係数 Ｒ ：径深 ⊿x ：管路の流れ方向の長さ ｆ ：局所損失係数

＜開水路＞
a)運動方程式

b)連続式

＜管路＞
a)運動方程式

b)連続式
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第 6.2－4 図 1960 年チリ地震の津波波源 

(再現解析：評価結果)  
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第 6.2－30 図 ハワイ付近の海底地すべり 

(評価対象の選定結果)  
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第 6.2－41 図 行政機関による既往評価との比較結果  
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第 6.4－4 図 砂移動評価 

（計算条件）  
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添付書類六 7 章を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

―  （記載の追加） 別紙 6－7－1 のとおり追

加する。 
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別紙 6－7－1 

7. 火  山 

7.3 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

文献調査等の結果によれば，地理的領域内に 33 の第四紀火山が分布する

（第 7.3－1 図）。各火山の形式，活動年代及び最後の活動終了からの経過

期間を第 7.3－1 表に示す。 

これらの火山について，完新世に活動を行った火山及び完新世に活動を行

っていない火山のうち将来の活動可能性が否定できない火山を原子力発電所

に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.1 完新世に活動を行った火山 

完新世に活動を行った火山としては，高原山
たかはらやま

，那須
な す

岳
だけ

，男体
なんたい

・女
にょ

峰
ほう

火山群
か ざ んぐ ん

，

日光
にっこう

白根
し ら ね

火山群
か ざ んぐ ん

，赤城山
あ か ぎさ ん

， 燧
ひうち

ヶ
が

岳
たけ

，安達太良山
あ だ た ら や ま

，磐梯山
ばんだいさん

，沼沢
ぬまざわ

，吾妻山
あ づ まや ま

及

び榛名
は る な

山
さん

の 11 の火山があり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として

抽出した。 

 

7.3.1.1 高 原 山 

高原山は，栃木県日光
にっこう

市北部に位置する第四紀火山であり，成層火山と溶

岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 88km である。活動年代は，約

30 万年前～約 6500 年前とされている（西来他（2016）（１８））。高原山の

活動履歴については鈴木（1993）（２１），井上他（1994）（２２），奥野他

（1997）（２３），山元（2012）（２４），弦巻（2012）（２５），山元（2013a） 

（２６）及び中野他（2013）（４）を参照した。 

高原山の活動は，井上他（1994）（２２）等によれば第３期から第７期に区

分され，奥野他（1997）（２３）等によれば約 6500 年前に最新噴火である（マ
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グマ）水蒸気噴火が発生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.2 那 須 岳 

那須岳は，栃木県・福島県境付近に位置する第四紀火山であり，複成火山

である。敷地からの距離は約 93km である。活動年代は，約 50 万年前以降で，

最新噴火は 1963 年とされている（西来他（2016）（１８））。那須岳の活動履

歴の評価に当たっては鈴木（1992）（２７），伴・高岡（1995）（２８），山元

（1997） （２９），山元（2012）（２４），中野他（2013）（４），気象庁編

（2013）（１）及び地質調査総合センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

那須岳は，南月山
みなみがっさん

，茶
ちゃ

臼
うす

岳
だけ

，朝日
あ さ ひ

岳
だけ

，三本
さんぼん

槍
やり

岳
たけ

，甲子
か っ し

旭
あさひ

岳
だけ

，二岐
ふたまた

山
やま

の成

層火山の集合体である（伴・高岡（1995）（２８））。最新活動期の茶臼岳は，

山元（2012）（２４），山元（1997）（２９）等によれば約 1.9 万年前以降に活動

し，1963 年には水蒸気噴火が発生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.3 男体・女峰火山群 

男体・女峰火山群は，栃木県日光市に位置する第四紀火山であり，成層火

山と溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 105km である。活動年代

は，約 90 万年前以降で，最新噴火は約 7000 年前（男体山）（西来他

（2016）（１８））及び約 3300 年前（三岳
みつだけ

）（中野他（2013）（４））とされて

いる。男体・女峰火山群の活動履歴の評価に当たっては村本（1992）（３１），

鈴木他（1994）（３２），佐々木（1994）（３３），第四紀火山カタログ委員会編
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（1999）（２），山元（2013a）（２６），中野他（2013）（４），石崎他（2014）

（３４）及び草野他（2022）（３５）を参照した。 

男体・女峰火山群は，女峰赤薙
にょほうあかなぎ

火山，日光溶岩ド－ム群，男体火山，三岳

により構成され，最新活動期である男体火山は 2.4 万年前から活動し（山元

（2013a）（２６）），7 千年前にはマグマ水蒸気噴火が発生したとされる。ま

た，三岳は完新世に活動を行った溶岩ドームであるとされる（草野他

（2022）（３５））。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.4 日光白根火山群 

日光白根火山群は，栃木県・群馬県境に位置する第四紀火山であり，溶岩

流，小型楯状火山及び溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 116km

である。活動年代は約 2 万年前以降で，最新噴火は 1890 年とされている

（西来他（2016）（１８））。日光白根火山群の活動履歴の評価に当たっては，

草野他（2022）（３５），第四紀火山カタログ委員会編（1999）（２）及び中野

他（2013）（４）を参照した。 

日光白根火山群は，日光白根溶岩ドームや座禅山溶岩ドームなどからなる

狭義の日光白根火山と，それより古い時代の金精火山や螢塚西火山で構成さ

れる。約 2 万年前頃には活動を開始したとされ，有史時代以降は，降下火砕

物を伴う噴火が発生している（中野他（2013）（４）及び草野他（2022）（３

５））。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 
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7.3.1.5 赤 城 山 

赤城山は，群馬県前橋市北部に位置する第四紀火山であり，複成火山－カ

ルデラ，溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 127km である。活動

年代については，30 万年前より古くから活動し，最新噴火は 1251 年とされ

ている（西来他（2016）（１８））。赤城山の活動履歴の評価に当たっては大

森編（1986）（３６），鈴木（1990）（３７），富田他（1994）（３８），宇井編

（1997）（ ３ ９ ），青木他（2008）（ ４ ０ ），高橋他（2012）（ ４ １ ），及川

（2012）（４２），山元（2014a）（４３），山元（2014b）（４４），山元（2016）

（４５），気象庁編（2013）（１）及び地質調査総合センタ－編（2014）（３０）を

参照した。 

赤城山の活動は中央火口丘形成期，新期成層火山形成期，古期成層火山形

成期に分けられる。最新活動期の中央火口丘形成期は 4.4 万年前に開始され，

最新噴火は 1251 年噴火であり，この噴火による降下火砕物が確認されてい

る（山元（2014a）（４３），青木他（2008）（４０），及川（2012）（４２）等）。

一方で，早川（1999）（４６）によれば，1251 年噴火に対応する堆積物は確認

されておらず，1251 年噴火の根拠とされる吾妻
あ づ ま

鏡
かがみ

の記録は，噴火ではなく

山火事の記録である可能性が指摘されている。しかし及川（2012）（４２）等

では，1251 年の水蒸気噴火による堆積物の可能性がある火山灰層が認めら

れ，同時期の噴火を記録した別の歴史記録も報告されている。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.6 燧 ヶ 岳 

燧ヶ岳は，福島県檜枝岐
ひ の えま た

村に位置する第四紀火山であり，成層火山で構成

される。敷地からの距離は約 130km である。活動年代は約 16 万年前以降で，
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最新噴火は 1544 年とされている（西来他（2016）（１８））。燧ヶ岳の活動履

歴の評価に当たっては早川他（1997）（４７），山元（1999）（４８），山元

（2012）（２４），中野他（2013）（４），気象庁編（2013）（１）及び地質調査

総合センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

燧ヶ岳は，燧ヶ岳七入
ひうちがたけなないり

テフラ等の噴出から活動を開始したとされ，460 年

前には御池
み い け

岳
だけ

溶岩ド－ムを形成したとされる。（山元（2012）（２４），早川

他（1997）（４７）等）。最新噴火は，1544 年の水蒸気噴火である。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.7 安達太良山 

安達太良山は，福島県郡山
こおりやま

市北部に位置する第四紀火山であり，複成火

山と溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 133km である。活動年代

は約 55 万年前～1900 年とされている（西来他（2016）（１８））。安達太良

山の活動履歴の評価に当たっては第四紀火山カタログ委員会編（1999）（２），

山元・阪口（2000）（４９），藤縄他（2001）（５０），藤縄・鎌田（2005）（５

１），長谷川他（2011）（５２），中野他（2013）（４），気象庁編（2013）（１）

及び地質調査総合センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

安達太良山の活動は早期，ステ－ジ 1，ステ－ジ 2，ステ－ジ 3 に区分さ

れ，ステ－ジ 1 は 55 万年前から活動し，最新活動期であるステ－ジ 3 は約

25 万年前から活動したとされる（藤縄他（2001）（５０）等）。最新噴火は，

1900 年にマグマ水蒸気噴火が発生した（山元・阪口（2000）（４９）等）。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 
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7.3.1.8 磐 梯 山 

磐梯山は，福島県耶麻
や ま

郡北東部に位置する第四紀火山で，複成火山である。

敷地からの距離は約 135km である。活動年代は約 70 万年前～1888 年とされ

ている（西来他（2016）（１８））。磐梯山の活動履歴の評価に当たっては三

村（1994）（５３），三村・中村（1995）（５４），梅田他（1999）（５５），長谷

川他（2011）（５２），山元（2012）（２４），中野他（2013）（４），気象庁編

（2013）（１）及び地質調査総合センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

磐梯山は先磐梯火山，古磐梯火山，磐梯火山に区分され，約 70 万年前か

ら活動を開始したとされる（山元（2012）（２４），三村（1994）（５３）等）。

また，最新活動期である磐梯火山は 8 万年前から活動し，最新噴火である

1888 年の噴火では，水蒸気噴火に伴う山体崩壊による岩屑なだれ，火砕サ

－ジ等が発生した（長谷川他（2011）（５２）等）。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.9 沼  沢 

沼沢は，福島県金山
かねやま

町に位置する第四紀火山であり，溶岩ド－ム，カルデ

ラで構成される。敷地からの距離は約 143km である。活動年代は約 11 万年

前〜約 5400 年前（西来他（2016）（１８））である。沼沢の活動履歴の評価に

当たっては山元（1995）（５６），山元（2003）（５７），山元（2012）（２４），

中野他（2013）（４）を参照した。 

沼沢は 11 万年前～約 5400 年前に活動し，沼沢
ぬまざわ

芝原
しばはら

テフラ，惣山
そうざん

溶岩ド－

ム，沼沢前山溶岩ド－ム，沼沢
ぬまざわ

湖
こ

テフラ等を噴出したとされる。最新噴火で

ある約 5400 年前の沼沢湖テフラの噴出に伴ってカルデラが形成された（山

元（2003（５７），2012（２４））等）。 
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完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.10 吾 妻 山 

吾妻山は，福島県猪苗代
い な わし ろ

町付近に位置する第四紀火山であり，複成火山，

溶岩流，小型楯状火山及び火砕丘で構成される。敷地からの距離は約 147km

である。活動年代は約 130 万年前～1977 年とされている（西来他（2016）

（１８））。吾妻山の活動履歴の評価に当たっては NEDO（1991）（５８），第四

紀火山カタログ委員会編（1999）（２），高橋・小林編（1999）（５９），山元

（2005）（６０），長谷川他（2011）（５２），山元（2012）（２４），中野他

（2013）（４），気象庁編（2013）（１）及び地質調査総合センタ－編（2014）

（３０）を参照した。 

吾妻山は，古一切
こ い っさ い

経山
きょうざん

，東吾妻山
ひがしあづまやま

，高山
たかやま

，一切
いっさい

経山
きょうざん

に区分される（高

橋・小林編（1999）（５９），NEDO（1991）（５８）等）。また，最新の活動は浄

土平周辺で発生しており，最新噴火として 1977 年に小規模な噴火が発生し

たとされる（高橋・小林編（1999）（５９））。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.11 榛 名 山 

榛名山は，群馬県高崎
たかさき

市に位置する第四紀火山であり，成層火山－カルデ

ラ，溶岩ド－ム及び火砕丘で構成される。敷地からの距離は約 157km である。

活動年代は約 50 万年前以降で，最新噴火は 6 世紀中頃とされている（中野

他（2013）（４））。榛名山の活動履歴の評価に当たっては（大森編（1986） 

（３６），Soda（1996）（６１），第四紀火山カタログ委員会編（1999）（２），下
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司（2013）（６２），山元（2013a）（２６），中野他（2013）（４），気象庁編

（2013）（１）及び地質調査総合センタ－編（2014）（３０））を参照した。 

榛名山は古期榛名火山，新期榛名火山に区分される（下司（2013）（６２）

等）。最新噴火では，プリニ－式噴火により降下火砕物，火砕流として榛名
は る な

二ツ岳
ふ た つだ け

伊香保
い か ほ

テフラが噴出したとされる（山元（2013a）（２６））。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.2 完新世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定

できない火山 

完新世に活動を行っていない 22 の火山のうち，最後の活動終了からの期

間が，全活動期間若しくは過去の最大休止期間より短いとみなされる場合は，

将来の活動可能性が否定できないと判断し，その結果，二岐山
ふたまたやま

，笹森
ささもり

山
やま

及び

子持
こ も ち

山
やま

の 3 火山を原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.2.1 二 岐 山 

二岐山は，福島県天栄村・下郷町の境に位置する第四紀火山であり，複成

火山と溶岩ドームで構成される。敷地からの距離は約 104km である。活動年

代は約 16 万年前～約 5 万年前とされている（中野他（2013）（４））。二岐

山の活動履歴の評価に当たっては渡部他（2023）（６３）及び中野他（2013）

（４）を参照した。 

二岐山は，山体上部の溶岩ドームと，山体下部の溶岩流及び火砕流堆積物

から構成され，また二岐山羽鳥 1～5 テフラが噴出したとされる。二岐山の

活動は溶岩流ステージと溶岩ドームステージに区分される（渡部他（2023）

（６３）及び中野他（2013）（４））。 
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全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であり，原子力発

電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.2.2 笹 森 山 

笹森山は，福島県福島市南西部に位置する第四紀火山で，複成火山である

可能性がある。敷地からの距離は約 134km である。活動年代は約 370 万年前

〜約 180 万年前とされている（西来他（2016）（１８），山元（2015）（６４））。

笹森山の活動履歴の評価に当たっては阪口（1995）（６５），第四紀火山カタ

ログ委員会編（1999）（２），長橋他（2004）（６６），中野他（2013）（４），

山元（2015）（６４）を参照した。 

笹森山は笹森山安山岩と蓬莱
ほうらい

火砕流からなるとされ，最新噴火である蓬莱

火砕流から 1.9Ma～1.8Ma のフィッショントラック年代が報告されている

（山元（2015）（６４））。 

全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であり，原子力発

電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.2.3 子 持 山 

子持山は，群馬県沼田
ぬ ま た

市・渋川
しぶかわ

市境に位置する第四紀火山であり，複成火

山と溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 145km である。活動年代

は約 90 万年前〜約 20 万年前とされている（中野他（2013）（４））。子持山

の活動履歴の評価に当たっては飯塚（1996）（６７）と中野他（2013）（４）を

参照した。 

子持山の活動は，綾戸活動期，前期子持火山活動期，後期子持火山活動期

に区分される。また，綾戸活動期と前期子持火山活動期の間に少なくとも約

30 万年間の休止期があったとされる（飯塚（1996）（ ６ ７ ）及び中野他
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（2013）（４））。 

全活動期間よりも，最後の活動終了からの期間が短い火山であり，原子力

発電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.3 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山 

「7.3.1 完新世に活動を行った火山」及び「7.3.2 完新世に活動を行っ

ていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定できない火山」より，原子

力発電所に影響を及ぼし得る火山として，高原山，那須岳，二岐山，男体･

女峰火山群，日光白根火山群，赤城山，燧ヶ岳，安達太良山，笹森山，磐梯

山，沼沢，子持山，吾妻山及び榛名山の 14 火山を抽出した。 

一方，残りの 19 火山については，最後の活動終了からの期間が全活動期

間より長い火山，若しくは最後の活動終了からの期間が過去の最大休止期間

より長い火山であることから，将来の活動可能性のない火山として評価した。 

 

7.4 運用期間中における火山活動に関する個別評価 

7.4.1 活動履歴に関する文献調査 

原子力発電所に影響を及ぼし得る火山（14 火山）について，活動履歴に

関する文献調査により，評価の対象となる設計対応不可能な火山事象の顕著

な発生実績及び過去最大規模の噴火による火山噴出物の敷地への到達可能性

について第 7.4－1 表に整理した。 

火砕物密度流については，各火山の過去最大規模の火砕物密度流の分布か

ら到達可能性範囲を検討した。その結果，まず，高原山の噴出物は，溶岩及

び火砕物が主体であり，活動履歴において火砕物密度流の発生実績が認めら

れない。また，それ以外の火山については，過去最大規模の火砕物密度流の

分布はいずれも山体周辺に限られ，敷地周辺までの到達は認められない（第
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7.4－1 図，第 7.4－2 図）。  

溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，原子力発電所に影

響を及ぼし得る火山（14 火山）のうち敷地に最も近い高原山でも敷地から

約 90km と十分離れている。したがって，これらの火山事象が敷地に到達す

る可能性は十分に小さいと判断される。  

新しい火口の開口及び地殻変動については，敷地は火山フロントより前弧

側（東方）に位置し敷地周辺では火成活動は確認されていないことから，こ

れらの火山事象が敷地において発生する可能性は十分に小さいと判断される。  

以上のことから，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山（14 火山）につ

いては過去最大規模の噴火を想定しても設計対応不可能な火山事象が原子力

発電所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価し，火山活動のモニタリ

ングは不要と判断した。 

 

7.5 火山事象の影響評価 

原子力発電所に影響を及ぼし得る火山（14 火山）について，原子力発電

所の運用期間中における活動可能性と規模を考慮し，原子力発電所の安全性

に影響を与える可能性について検討した。 

なお，降下火砕物については，地理的領域外の火山も含めてその影響を評

価した。 

 

7.5.1 降下火砕物 

7.5.1.1 層厚に関する評価 

町田・新井（2011）（２０），山元（2013a）（２６）等に基づき，敷地周辺に

分布が確認又は推定される降下火砕物を抽出した。そのうち，噴出源が同定

できる降下火砕物については，当該火山の将来の噴火の可能性について噴火
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履歴等から検討した。一方，噴出源が同定できない降下火砕物については，

その堆積状況より検討した。敷地周辺で分布が推定される主な降下火砕物の

噴出源と敷地の距離，敷地での層厚，噴火規模，原子力発電所の運用期間中

における同規模噴火の発生可能性の有無について，文献調査の結果の整理を

第 7.5－1 表に示し，原子力発電所の運用期間中に同規模噴火の発生可能性

のある降下火砕物の分布を第 7.5－1 図に示す。 

(1) 噴出源を同定できる降下火砕物の同規模噴火の発生可能性 

ａ．満美穴
ま み あ な

テフラ，日光早乙女
に っ こ う そ お と め

テフラ，日光行川
にっこうなめかわ

テフラ，日光矢板
にっこうやいた

テフラ

（男体・女峰火山群） 

満美穴テフラ，日光早乙女テフラ，日光行川テフラ及び日光矢板テフ

ラは男体・女峰火山群を噴出源とし，それぞれ約 10 万年前，約 13 万年

前，約 14 万年前に噴出したとされる（山元（2012）（２４））。   

佐々木（1994）（３３）によれば，男体・女峰火山群において，約 60 万

年前から約 7 万年前までは女峰赤薙火山が活動し，日光溶岩ド－ム群の

活動を経て，約 2 万年前以降に男体火山，三岳，日光白根火山が活動し

たとされる。 

上記を踏まえると，満美穴テフラ，日光早乙女テフラ，日光行川テフ

ラ及び日光矢板テフラが噴出されたのは女峰赤薙火山の活動期であり，

現在の活動は男体火山及び三岳の活動期であると考えられる。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における満美穴テフラ，

日光早乙女テフラ，日光行川テフラ及び日光矢板テフラと同規模噴火の

発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｂ．真岡
も お か

テフラ（飯士山
い い じさ ん

） 

真岡テフラは飯士山を噴出源とし，約 22 万年前に噴出したとされる

（山元（2013a）（２６））。 
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西来他（2016）（１８），中野他（2013）（４），赤石・梅田（2002） 

（６８）によれば，飯士山の活動形式は成層火山であり，その活動年代は

約 30 万年前～約 20 万年前とされている。 

上記を踏まえると，全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が長

いことから，飯士山は将来の活動可能性はない火山と判断される。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における真岡テフラと同

規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｃ．谷口
たにぐち

テフラ，大峰
おおみね

テフラ（爺ヶ岳
じ い がた け

），恵比須
え び す

峠
とうげ

福田
ふ く だ

テフラ，丹生川
に ゅ うか わ

テフラ（穂
ほ

高岳
たかだけ

） 

谷口テフラ及び大峰テフラの噴出源である爺ヶ岳，並びに恵比須峠福

田テフラ及び丹生川テフラの噴出源である穂高岳はいずれも飛騨山脈に

位置する第四紀火山である（及川（2003）（６９））。 

及川（2003）（６９）によれば，飛騨山脈での火成活動は StageⅠ～Ⅲ

の 3 つの活動期に区分され，谷口テフラ，大峰テフラ，恵比須峠福田テ

フラ，丹生川テフラを発生させた時期はいずれも StageⅠ（2.5Ma～

1.5Ma）である。 

現在の活動期は StageⅢ（0.8Ma〜0Ma）であり，東西圧縮応力場のも

とで，成層火山形成を主体とした活動が継続していることから，飛騨山

脈において StageⅠで発生した大規模な噴火の発生可能性は十分に小さ

いと考えられる。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中において谷口テフラ，大

峰テフラ，恵比須峠福田テフラ，丹生川テフラと同規模噴火の発生可能

性は十分に小さいと判断される。 

ｄ．姶良
あ い ら

Ｔｎテフラ（姶良カルデラ） 

姶良Ｔｎテフラは，南九州の姶良カルデラを噴出源とし，約 2.8 万年
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前～約 3 万年前に噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（２

０））。 

現在の姶良カルデラの活動期は，Nagaoka（1988）（７０）に基づけば，

後カルデラ火山噴火ステ－ジであると考えられる。また，破局的噴火の

活動間隔（約 6 万年以上）は，最新の破局的噴火である約 3 万年前の姶

良Ｔｎテフラの噴出からの経過期間と比べ十分に長く，現在は破局的噴

火に先行して発生するプリニ－式噴火ステ－ジの兆候が認められない。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における，姶良Ｔｎテフ

ラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｅ．鬼界
き か い

アカホヤテフラ，鬼界
き か い

葛原
とずらはら

テフラ（鬼界カルデラ） 

鬼界アカホヤテフラは約 7,300 年前に，鬼界葛原テフラは約 9.5 万年

前に，いずれも鬼界カルデラを噴出源として噴出した広域テフラである

（町田・新井（2011）（２０））。 

現在の鬼界カルデラの活動期は，Nagaoka（1988）（７０）に基づけば，

後カルデラ火山噴火ステ－ジ（薩摩
さ つ ま

硫黄
い お う

島）であると考えられる。また，

鬼界カルデラにおける破局的噴火の活動間隔は約 5 万年以上であり，最

新の破局的噴火からの経過期間（約 0.7 万年）に比べて十分長い。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における鬼界アカホヤテ

フラ及び鬼界葛原テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判

断される。 

f．阿蘇
あ そ

４，阿蘇３テフラ（阿蘇カルデラ） 

阿蘇４テフラは約 8.5 万年前～約 9 万年前に，阿蘇３テフラは約 13

万年前に，いずれも阿蘇カルデラを噴出源として噴出した広域テフラで

ある（町田・新井（2011）（２０））。 

Nagaoka（1988）（７０）に基づけば，現在の阿蘇カルデラの活動期は，
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最新の破局的噴火（約 9 万年前の阿蘇４テフラの噴出）以降，阿蘇山に

おいて草千里ヶ浜
く さ せ ん り が は ま

軽石等の多様な噴火様式による小規模噴火が発生して

いることから，阿蘇山における後カルデラ火山噴火ステージの活動と考

えられ，苦鉄質火山噴出物及び珪長質火山噴出物の給源火口の分布（三

好他（2005）（７１））から，地下に大規模な珪長質マグマ溜まりは存在

していないと考えられる。また，破局的噴火の最短の活動間隔（約 2 万

年）は，最新の破局的噴火からの経過期間（約 9 万年）と比べて短い。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における阿蘇４，阿蘇３

テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｇ．大山倉吉
だいせんくらよし

テフラ（大山） 

大山倉吉テフラは，約 5.5 万年前に大山を噴出源として噴出した広域

テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

守屋（1983）（７２）の日本の第四紀火山の地形発達過程に基づく分類

によれば大山は最終期である第４期とされる。また，米倉（2001） 

（７３）によれば，一般にこの第４期の噴出量は第１期〜第３期と比べて

少なく，数 km３とされる。 

また，山元（2014b）（４４）による活動履歴情報の整理に基づけば，約

40 万年前以降，最も規模の大きな噴火は大山倉吉テフラ噴火であるが，

これに至る活動間隔は，大山倉吉テフラ噴火以降の経過期間に比べて十

分に長い。 

ただし，数 km３以下の規模の噴火については，大山倉吉テフラ噴火以

前若しくは以降においても繰り返し発生している。また，Zhao et al.

（2011）（７４）によれば，大山の地下深部に広がる低速度層と，大山の

西方地下で発生している低周波地震の存在から，地下深部にはマグマ溜

まりが存在している可能性が示唆される。保守的に，この低速度層をマ
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グマ溜まりとして評価した場合，その深度は 20km 以深に位置し，これ

は爆発的噴火を引き起こす珪長質マグマの浮力中立点の深度 7km（東宮

（1997）（７５））よりも深い位置に相当する。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における大山倉吉テフラ

と同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｈ．御嶽
おんたけ

第１テフラ（御嶽山） 

御嶽第１テフラは，約 9.5 万年前～約 10 万年前に御嶽山を噴出源と

して噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

御嶽山の活動は，山元（2014b）（４４），及川他（2014）（７６）によれ

ば，古期御嶽火山と新期御嶽火山に分けられ，現在は新期御嶽火山の活

動期であり，御嶽第１テフラは約 10 万年前に発生したとされる。また，

木村（1993）（７７）によれば，新期御嶽火山の活動は 3 つのステ－ジに

分けられ，御嶽第 1 テフラをもたらした噴火が発生したステ－ジはＯ1

ステ－ジ（デイサイト－流紋岩質のプリニ－式噴火と，カルデラ陥没及

び溶岩ド－ムの形成）であり，現在は山頂付近の小円錐火山群の形成期

であるＯ３ステ－ジで，約 2 万年前以降は水蒸気噴火を中心とした活動

であるとされる。 

なお，及川他（2014）（７６）によれば，過去 1 万年以内に少なくとも

4 回のマグマ噴火が確認されている。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における御嶽第１テフラ

と同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｉ．立川
たちかわ

ロ－ム上部
じょうぶ

ガラス質
しつ

テフラ，浅間板鼻黄色
あさまいたはなおうしょく

テフラ（浅間山） 

立川ロ－ム上部ガラス質テフラは約 1.5 万年前～約 1.6 万年前に，浅

間板鼻黄色テフラは約 1.5 万年前～約 1.65 万年前に，浅間山を噴出源

として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 
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高橋他（2013）（７８）によれば，浅間山は，黒斑
く ろ ふ

火山，仏岩
ほとけいわ

火山，

前掛
まえかけ

火山に区分される。高橋・安井（2013）（７９）によれば，最新活動

期である前掛火山は約 1 万年前（山元（2014b）（４４）)から活動を開始

したとされる。 

山元（2014b）（４４）によれば，立川ロ－ム上部ガラス質テフラ及び浅

間板鼻黄色テフラは仏岩火山の活動であり，現在は前掛火山の活動とな

っており，2015 年にはごく小規模な噴火が発生し，微量の降灰が確認

された（気象庁（2015）（８０））。 

なお，現在の浅間山の活動期での最大規模の噴火は，浅間
あ さ ま

Ｂテフラで

あるが，敷地周辺（半径約 30km 以内）で確認されておらず，分布も推

定されない。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における立川ローム上部

ガラス質テフラ及び浅間板鼻黄色テフラと同規模噴火の発生可能性は十

分に小さいと判断される。 

ｊ．箱根
は こ ね

東京
とうきょう

テフラ，箱根
は こ ね

吉沢
きっさわ

下部
か ぶ

７テフラ（箱根火山群） 

箱根東京テフラは約 6.6 万年前に，箱根吉沢下部 7 テフラは約 12.8

万年前～約 13.2 万年前の間に，箱根火山群を噴出源として噴出した広

域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

長井・高橋（2008）（８１）によれば，箱根火山群の活動は，初期の陸

上火山活動であるステージ１，玄武岩～安山岩質成層火山群形成期のス

テージ２，安山岩質成層火山群及び独立単成火山群形成期のステージ３，

カルデラ及び単成火山群形成期のステージ４，前期中央火口丘形成期の

ステージ５，爆発的噴火期のステージ６，後期中央火口丘形成期のステ

ージ７に区分される。 

山元（2014b）（４４）によれば，箱根東京テフラは爆発的噴火を主体と
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していたステ－ジ６，箱根吉沢下部７テフラはステ－ジ５で発生した降

下火砕物である。現在は中央火口丘での溶岩ド－ムの活動であるステ－

ジ 7 であり，顕著な降下火砕物の発生は確認されない。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における箱根東京テフラ

及び箱根吉沢下部７テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと

判断される。 

ｋ．飯
いい

縄
づな

上樽
かみたる

a テフラ（飯
いい

縄山
づなやま

） 

飯縄上樽 a テフラは，約 13 万年前に飯縄山を噴出源として噴出した

テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

飯縄山は，第Ⅰ活動期と第Ⅱ活動期の 2 つの活動期間に大別され，第

Ⅰ活動期は，約 34 万年前ごろ，第Ⅱ活動期は約 20 万年前にはじまり，

飯縄上樽 a テフラは第Ⅱ活動期に発生した（早津他（2008）（８２））。

早津他（2008）（８２）によれば，飯縄山は妙高
みょうこう

火山群を構成する火山の

1 つであり，その活動は玄武岩質マグマによって開始し，デイサイト質

マグマの活動によって終わるとされ，飯縄山の第Ⅱ活動期においても，

噴出するマグマの性質が玄武岩質から安山岩質，安山岩質からデイサイ

ト質へと変化したとされる。また，第Ⅱ活動期は，飯縄上樽 a テフラ噴

出後の活動である溶岩ド－ム群の活動を最後に急速に衰退し，約 6 万年

前の水蒸気爆発の発生以降，噴火の痕跡は確認されず，噴気活動や高温

の温泉の湧出等は全く認められないことから，現在，火山活動は完全に

停止状態にあると考えられている （早津他（2008）（８２））。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における飯縄上樽 a テフ

ラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｌ．大町
おおまち

Ａｐｍテフラ群（樅沢岳
もみさわたけ

） 

大町Ａｐｍテフラ群は，樅沢岳を噴出源として噴出した広域テフラ群
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である（町田・新井（2011）（２０））。 

西来他（2016）（１８），中野他（2013）（４），原山（1990）（８３），町

田・新井（2011）（２０）等によれば，火山の活動形式は火砕流であり，

その活動年代は約 40 万年～約 30 万年前とされている。 

上記を踏まえると，樅沢岳は全活動期間より，最後の活動終了からの

期間が長いことから，将来の活動可能性はないと判断される。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における大町Ａｐｍテフ

ラ群と同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｍ．貝塩
かいしょ

上宝
かみたから

テフラ（上宝） 

貝塩上宝テフラは，上宝を噴出源として噴出した広域テフラである

（町田・新井（2011）（２０））。 

西来他（2016）（１８），中野他（2013）（４）によれば，火山の活動形

式は火砕流であり，その活動期間は約 60 万年前とされている。 また，

鈴木（2000）（８４）等によれば，約 62 万年前から約 60 万年前の間に大

規模な噴火が発生し，貝塩給源火道から上宝火砕流及び貝塩上宝テフラ

が噴出したとされる。 

上記を踏まえると，全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が長

いことから，上宝は将来の活動可能性はない火山と判断される。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における貝塩上宝テフラ

と同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。  

ｎ．八甲田国本
はっこうだこくもと

テフラ（八甲田カルデラ） 

八甲田国本テフラは，約 76 万年前に八甲田カルデラ（八甲田火山）

を噴出源として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）  

（２０））。 

気象庁編（2013）（１）によれば，八甲田火山は，南八甲田火山群，北
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八甲田火山群に区分され，八甲田カルデラは北八甲田火山群の直下～北

東に存在するとされている。中野他（2013）（４）及び工藤他（2011）

（８５）によれば，八甲田火山の活動を，南八甲田火山群，八甲田カルデ

ラ，北八甲田火山群の活動に区分し，このうち，八甲田カルデラにおい

ては，約 1Ma（八甲田中里川），0.9Ma（八甲田黄瀬），0.76Ma（八甲

田第１期），0.4Ma（八甲田第２期）に大規模火砕流を噴出したとされ

ている。八甲田火山は，110 万年前から活動を開始し，南八甲田火山群

及び八甲田カルデラの活動後，最近 30 万年間では，北八甲田火山群の

みの活動が継続している。八甲田国本テフラは八甲田カルデラの活動で

発生したものであり，現在は北八甲田火山群の活動である。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における八甲田国本テフ

ラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。  

ｏ．玉川
たまがわ

Ｒ４テフラ（玉川カルデラ） 

玉川Ｒ４テフラは，約 200 万年前に玉川カルデラを噴出源とし噴出し

た広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

鈴木・中山（2007）（８６）によれば，敷地周辺に玉川Ｒ４テフラの分

布が示され，その降灰年代は 2.0Ma と推定されるとしている。梅田他

（1999）（５５）によれば，東北日本の 2Ma 以降の火山活動は，活動年代，

噴出量，噴火様式，広域応力場変遷の観点から次の 3 ステ－ジに区分さ

れる。 stage1（2Ma〜1Ma）では，弱圧縮応力場の環境下で大規模珪長

質火砕流の噴出が卓越したとされる。stage2（1Ma〜0.6Ma）では，強圧

縮応力場の環境下で成層火山の活動が卓越したとされる。stage3

（0.6Ma 以降）では，強圧縮応力場におかれ，脊梁山脈全体で断層運動

が活発化し，大規模珪長質火砕流，成層火山の活動がともに認められ，

マグマ噴出量が増大したとされる。 
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現在の東北日本における火山活動は stage3 に相当することに加え，

高橋（1995）（８７）によれば，大量の珪長質マグマを蓄積するには低地

殻歪速度が必要であるとされる。 

以上のことから，原子力発電所の運用期間中における玉川Ｒ４テフラ

と同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

(2) 噴出源が同定できない降下火砕物 

敷地周辺で確認された噴出源が同定できない降下火砕物は，敷地から南

西に約 34km の茨城県笠間
か さ ま

市
し

大古山
お お ごや ま

の涸沼
ひ ぬ ま

川沿いで確認される「涸沼
ひ ぬ ま

川
がわ

テ

フラ」（山元（2013a）（２６））の 1 つである。本テフラは見
み

和
わ

層下部のエ

スチュアリ－相泥質堆積物中に再堆積物として挟まれる層厚 15 ㎝の軽石

質の粗粒火山灰であるとされている（山元（2013a）（２６））。また，涸沼

川テフラは分布の広がりが確認されておらず，敷地近傍においても分布は

認められないことから，敷地への影響は十分に小さいと判断される。 

(3) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の検討 

文献調査結果から，敷地周辺で分布が推定される主な降下火砕物のうち，

噴出源が同定でき，原子力発電所の運用期間中における同規模噴火の発生

可能性がある降下火砕物として，赤城山を噴出源とする赤城鹿沼
あ か ぎ か ぬ ま

テフラ，

赤城
あ か ぎ

水沼
みずぬま

１テフラ，赤城水沼９－１０テフラ，赤城
あ か ぎ

行川
なめかわ

２テフラ，赤城水

沼２テフラ，赤城水沼８テフラ，男体・女峰火山群を噴出源とする男体
なんたい

今市
いまいち

テフラ，男体七本桜
なんたいしちほんざくら

テフラ，沼沢を噴出源とする沼沢芝原テフラ，

高原山を噴出源とする高原
たかはら

戸室山
と む ろや ま

２テフラ，榛名山を噴出源とする

榛名八崎
はるなはっさき

テフラ，燧ヶ岳を噴出源とする燧ヶ岳七入テフラ，四阿山
あずまやさん

を噴出

源とする四阿
あずまや

菅
すが

平
だいら

２テフラが挙げられる。 

一方，噴出源が同定できない降下火砕物として，涸沼川テフラが認めら

れる。 
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これらの降下火砕物のうち，敷地周辺において層厚とその噴火規模が最

も大きい降下火砕物は赤城鹿沼テフラであり，設計上考慮する降下火砕物

として詳細に検討を行った。 

ａ．降下火砕物の分布状況 

赤城鹿沼テフラの分布に関する以下の文献調査及び地質調査の結果か

ら，赤城鹿沼テフラの敷地及び敷地近傍での最大の層厚は 20 ㎝である

ことが確認されるが，敷地周辺における層厚のばらつきを考慮した場合，

過去の分布状況から想定される層厚は 40 ㎝程度と評価される。 

(a) 文献調査 

降下火砕物の等層厚線図から，敷地において最も層厚が大きい降下

火砕物は赤城鹿沼テフラと判断され，その堆積厚さは敷地周辺では

「新編 火山灰アトラス」（町田・新井（2011）（２０））によれば

10cm～40cm，山元（2013a）（２６）では 16cm～32cm，敷地近傍で 20 ㎝

程度の層厚が示されている。町田・新井（2011）（ ２ ０ ）と山元

（2013a）（２６）に示される赤城鹿沼テフラの分布傾向はおおむね整合

しており，山元（2013a）（２６）において確認される敷地付近での層厚

は 20cm 程度であるが，敷地の南側に赤城山から敷地までの距離と同

程度の位置に 34cm～38 ㎝の層厚が示されている（第 7.5－2 図）。 

(b) 地質調査 

敷地周辺，敷地近傍及び敷地での赤城鹿沼テフラの分布を把握する

ため，地質調査を実施した。調査の結果，赤城鹿沼テフラの分布状況

は文献調査結果と整合しており，敷地及び敷地近傍で約 15cm～約

20cm であった（第 7.5－3 図）。敷地及び敷地近傍のボ－リング調査

において，風化火山灰層中に厚さ約 15cm 及び約 20cm の黄白色の軽石

層が認められ，火山灰分析の結果，赤城鹿沼テフラに対比された（第
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7.5－4 図）。敷地から西方約 3km に位置する東海駅地点においては

主に海成段丘からなる那珂
な か

台地に位置し，シルト～砂礫からなる段丘

堆積物の上位に赤城鹿沼テフラ，赤城水沼１テフラ，男体今市テフラ

等の降下火砕物を挟在する風化火山灰，腐植土がほぼ水平に分布する。

露頭の一部には，段丘堆積物を削り込む谷が認められ，この谷部を埋

めるように，男体今市テフラ等をレンズ状に含む風化火山灰（谷埋め

堆積物）とそれをさらに削り込んで分布する腐植土が認められる。本

露頭における赤城鹿沼テフラの層厚は最大約 20cm である（第 7.5－5

図）。 

ｂ．降下火砕物シミュレ－ション 

現在の気象条件での敷地における降下火砕物の層厚を検討するため，

敷地周辺における堆積厚さが最も大きい赤城鹿沼テフラの噴出源である

赤城山を対象に降下火砕物シミュレ－ションを行った。 

赤城山の活動は，山元（2016）（４５），高橋他（2012）（４１），守屋

（1979）（８８）によれば，約 50 万年前から溶岩と火砕物を主とした噴火

様式の古期成層火山の活動から始まり，約 22 万年前の山体崩壊を境に，

その後，新期成層火山の活動となっている。新期成層火山についても 3

つの活動期に分けられ，赤城鹿沼テフラは現在の活動ステ－ジである後

カルデラ期に発生した降下火砕物であるとされる。現在の赤城山の活動

ステ－ジにおいて最大規模の噴火による降下火砕物は赤城鹿沼テフラで

あり，その噴出量は 2km３DRE（見かけ体積 5km３）とされている（第 7.5

－6 図）。このことを踏まえ，解析条件の噴出量には見かけ体積 5km３

を設定し，その他のパラメ－タについては，町田・新井（2011）（２０）

及び山元（2013a）（２６）の等層厚線図と解析結果とがおおむね整合する

解析条件を設定した。主な解析条件については第 7.5－2 表に示す。 
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風向・風速は，気象庁が行っているラジオゾンデの定期観測デ－タ

（観測地点：館野
た て の

）を用いて行った。 

月別平年解析の結果，1 年を通じて偏西風の影響を受け，分布主軸が

東から東北東に向く傾向があり，敷地における降下火砕物の堆積厚さは

2 月の 9 時の風のケ－スで最大（約 23cm）となる（第 7.5－7 図）。さ

らに，層厚が最大となった 2 月の 9 時を基本ケ－スとして，噴煙柱・風

速・風向の 3 つの要素について，不確かさに関する検討を行った（第

7.5－8 図）。その結果，風向の不確かさを考慮した場合が最大となり，

その層厚は約 49cm である。  

ｃ．降下火砕物の分布事例 

赤城鹿沼テフラと噴火規模が同じ噴火における降灰分布の事例を町

田・新井（2011）（２０）等により確認した。その層厚の分布と噴出源と

の距離を整理した結果，赤城山と敷地の距離（約 127km）での層厚は最

大でも約 23cm であった（第 7.5－9 図）。 

(4) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の設定 

上記を踏まえ，降下火砕物の分布状況，降下火砕物シミュレ－ション及

び分布事例による検討結果から総合的に判断し，設計上考慮する降下火砕

物の層厚を保守的に 50 ㎝とする。 

 

7.5.1.2 粒径及び密度に関する評価 

(1) 粒  径 

山元（2013a）（２６）によると，敷地は赤城鹿沼テフラの 8mm と 4mm の等

粒径線の間に位置する（第 7.5－10 図）。また，敷地での赤城鹿沼テフラ

の粒度分布を土質試験によって確認した結果，最大で約 4.8mm であった

（第 7.5－11 図）。 
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以上のことから，8.0mm 以下と設定する。 

(2) 密  度 

富田他（1994）（３８）によれば，笠間地区における赤城鹿沼テフラの密

度は湿潤状態で 1.0g／cm３，乾燥状態で 0.3g／cm３である。また地質調査

（土質試験）により敷地における赤城鹿沼テフラの密度を確認した結果，

湿潤密度で最大約 1.1g／cm３，乾燥密度で最小約 0.3g／cm３であった（第

7.5－11 図）。 

一方で，宇井編（1997）（３９）によれば，乾燥した火山灰は密度が 0.4 

g／cm３～0.7 g／cm３であるが，湿ると 1.2 g／cm３を超えることがあると

されている。 

以上のことから，湿潤密度は 1.5 g／cm３，乾燥密度は 0.3g／cm３と設

定する。 

 

7.5.2 火山性土石流，火山泥流及び洪水 

原子力発電所に影響を及ぼし得る 14 火山のうち，敷地から 120 ㎞の範囲

内には高原山，那須岳，二岐山，日光白根火山群，男体・女峰火山群の 5 火

山が位置する。敷地は久慈
く じ

川流域に位置し，いずれの火山の山麓の河川の流

域には含まれない。 

文献調査の結果，敷地から西方約 20km の那珂川に沿う瓜連
うりづら

丘陵に火山性

土石流堆積物である粟河軽石が分布する（坂本・宇野沢（1976）（８９））。

しかしながら，那珂川の流下方向は敷地へ向かっておらず，那珂川と敷地の

間には那珂台地が分布している（第 7.5－12 図）。また，本堆積物以外の火

山性土石流堆積物は敷地周辺に認められない。以上のことから，火山性土石

流，火山泥流及び洪水が原子力発電所に影響を及ぼす可能性は十分に小さい

と判断される。 
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7.5.3 火山から発生する飛来物（噴石） 

原子力発電所に影響を及ぼし得る 14 火山のうち，最も近いものでも敷地

から約 90km と十分離れていることから，火山から発生する飛来物の原子力

発電所への影響はないと判断される。 

 

7.5.4 火山ガス 

原子力発電所に影響を及ぼし得る 14 火山のうち，最も近いものでも敷地

から約 90km と十分離れていること，敷地は太平洋に面しており火山ガスが

滞留するような地形条件ではないことから，火山ガスの原子力発電所に影響

を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 

 

7.5.5 その他の事象 

原子力発電所に影響を及ぼし得る 14 火山のうち，最も近いものでも敷地

から約 90km と十分離れていることから，津波及び静振，大気現象，火山性

地震とこれに関連する事象，熱水系及び地下水の異常について，原子力発電

所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 
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間
が
活

動
期

間
中
の

最
大

休
止

期
間
よ

り
も
長

い
と

み
な

せ
る
火

山
と
し

て
評

価
し

た
。

※
5

大
真

名
子

山
，
女

峰
山

を
含

ん
だ
年

代
を
示

し
て

い
る
中

野
他

(2
0
13

)
（
４

）
に

基
づ
き

評
価

し
た
。
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表

（
2
）

 
地

理
的

領
域

内
の

第
四

紀
火

山
に

お
け

る
活

動
可

能
性

 

○
：
該
当
す
る

×
：
該
当
し
な
い

－
：
検
討
対
象
外

N
o.

火
山

名
※

1

敷
地

か
ら
の

距
離

(k
m
)

火
山

の
形
式

※
2

活
動

年
代

※
3

(千
年

前
)

全
活

動
期
間

(千
年

)

最
後

の
活
動

か
ら
の

期
間

(千
年

前
)

原
子

力
発
電

所
に
影

響
を
及

ぼ
し
得

る
火

山

(
14
火

山
)

完
新

世
に
活

動

を
行

っ
た
火

山

(
11
火

山
)

将
来

の
活
動

可
能
性

が

否
定

で
き
な

い
火
山

(
3火

山
)

1
7

博
士

山
1
27
 

複
成

火
山

2
80
0

～
2
50
0

3
00

2
50
0

×
×

1
8

燧
ヶ

岳
1
30
 

複
成

火
山

1
60

～
1
60

A
D1
5
44

○
-

1
9

ア
ヤ

メ
平

1
31
 

複
成

火
山

1
60
0

－
1
60
0

×
×

2
0

安
達

太
良
山

1
33
 

複
成

火
山
，

溶
岩
ド

ー
ム

5
50

～
5
50

A
D1
9
00

○
-

2
1

笹
森

山
1
34

複
成

火
山
？

3
70
0

～
1
80
0
※

4
1
90
0

1
80
0

×
○

2
2

磐
梯

山
1
35
 

複
成

火
山

7
00

～
7
00

A
D1
8
88

○
-

2
3

西
鴉

川
1
36

複
成

（
複
合

）
火
山

1
85
0

～
1
14
0

7
10

1
14
0

×
×

2
4

上
州

武
尊
山

1
37
 

複
成

火
山

1
20
0

～
1
00
0

2
00

1
00
0

×
×

2
5

猫
魔

ヶ
岳

1
37
 

複
成

火
山

1
4
30

※
5

～
4
00

※
5

1
03
0

4
00

×
×

※
5

2
6

砂
子

原
カ
ル

デ
ラ

1
37
 

カ
ル

デ
ラ
，

溶
岩
ド

ー
ム

2
90

～
2
20

7
0

2
20

×
×

2
7

奈
良

俣
カ
ル

デ
ラ

1
42
 

カ
ル

デ
ラ
－

火
砕
流

2
10
0

－
2
10
0

×
×

2
8

沼
沢

1
43
 

溶
岩

ド
ー
ム

，
カ
ル

デ
ラ

1
10

～
1
10

5
.4

○
-

2
9

子
持

山
1
45
 

複
成

火
山
，

溶
岩
ド

ー
ム

9
00

～
2
00

7
00

2
00

×
○

3
0

吾
妻

山
1
47
 

複
成

火
山
，

溶
岩
流

及
び

小
型

楯
状
火

山
，
火

砕
丘

1
30
0

～
1
30
0

A
D1
9
77

○
-

3
1

小
野

子
山

1
50
 

複
成

火
山

1
30
0

～
1
20
0

1
00

1
20
0

×
×

3
2

浅
草

岳
1
56
 

複
成

火
山

1
70
0

～
1
50
0

2
00

1
50
0

×
×

3
3

榛
名

山
1
57
 

複
成

火
山
－

カ
ル
デ

ラ
，

溶
岩

ド
ー
ム

，
火
砕

丘
5
00

～
5
00

6世
紀

中
頃

○
-

※
1
，
2

火
山
名

，
火
山

の
形
式

は
中
野

他
(
2
0
1
3
)

（
４
）
に
基
づ
く

※
3

活
動

年
代
は

，
中
野

他
(
2
0
1
3
)

（
４
）

及
び
第
四

紀
噴
火

・
貫
入

活
動
デ

ー
タ
ベ

ー
ス
(
西
来
他

(
2
0
1
6
)

（
１

８
）
)
に
基
づ
き
評
価

し
た
。

※
4

笹
森

山
起
源

の
火
砕

流
堆
積

物
の
フ

ィ
ッ
シ
ョ
ン

・
ト
ラ

ッ
ク
年

代
を
示

し
て
い

る
山
元
(
2
0
1
5
)

（
６

４
）
に
よ
る
。

※
5

活
動

休
止
期

間
が
明

確
に
記

さ
れ
る

知
見
で
あ
る

三
村
(
2
0
0
2
)

（
９
１

）
に
基
づ
き
，

最
後
の
活

動
か
ら

の
経
過

期
間
が

活
動
期

間
中
の
最
大

休
止
期

間
よ
り

も
長
い

と
み
な

せ
る
火
山
と

し
て
評

価
し
た

。
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設

計
対

応
不

可
能

な
火

山
事

象
と

そ
の

噴
出

物
の

敷
地

へ
の

到
達

可
能

性
 

N
o.

火
山
名

敷
地
か
ら
の

距
離
(k
m
)

火
砕
物

密
度
流
(
16
0
km
)

溶
岩
流

岩
屑
な
だ
れ
，
地
す
べ
り
及

び
斜
面
崩
壊

(
5
0k
m)

新
し
い
火
口

の
開
口

地
殻
変
動

到
達
可
能
性
範
囲

(
km
)

評
価
結
果

1
高

原
山

8
8

-
活
動
履
歴
上
，
噴
出
物

は
溶
岩
や
火
砕
物

が
主
体
で

あ
り
,

火
砕
物
密
度
流
の
発
生

実
績
は
認
め
ら
れ

な
い
。

敷
地
と
火
山
の
距
離

か
ら
,原

子
力
発
電

所
に
影
響
を
及
ぼ
す

可
能
性
は

な
い
。

敷
地
は
,
火
山
フ
ロ
ン
ト
よ

り
前
弧
側
(東

方
)に

位
置
す
る
こ

と
,敷

地
周
辺
で
は
火

成
活
動
は
確
認
さ
れ
て
い
な

い
こ
と
か
ら
,

こ
の
事
象
が
原
子
力
発
電
所

の
運
転
期
間

中
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性

は
十
分
に
小

さ
い
。

3
那

須
岳

9
3

1
7

敷
地
と
火
砕
物
密
度
流

の
到
達
可
能
性
範

囲
の
距
離

か
ら
，

原
子
力
発
電
所
に
影
響

を
及
ぼ
す
可
能
性

は
十
分
に

小
さ

い
。

6
二

岐
山

1
04

2

7
男
体
・
女
峰

火
山
群

1
05

1
8

1
0

日
光
白
根
火
山

群
1
16

2

1
6

赤
城
山

1
27

2
4

1
8

燧
ケ
岳

1
30

6

2
0

安
達
太
良
山

1
33

1
6

2
1

笹
森
山

1
34

1
0

2
2

磐
梯
山

1
35

1
0

2
8

沼
沢

1
43

1
7

2
9

子
持
山

1
45

6

3
0

吾
妻
山

1
47

1
9

3
3

榛
名
山

1
57

2
3
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＊ １ ： 町 田 ・ 新 井 （ 20 1 1）

（ ２ ０ ）

， ＊ ２ ： 山 元 （ 20 1 3 a )
（ ２ ６ ）

， ＊ ３ ： 山 元 （ 20 1 2）
（ ２ ４ ）

， ＊ ４ ： Ta m u r a  e t  a l（ 20 0 8）
（ ９ ２ ）

，  

＊ ５ ： 大 石 （ 20 0 9）
（ ９ ３ ）

， ＊ ６ ： 鈴 木 （ 20 0 1）
（ ９ ４ ）

， ＊ ７ ： 鈴 木 ・ 早 川 （ 19 9 0）
（ ９ ５ ）

， ＊ ８ ： 鈴 木 他 （ 20 0 1）
（ ９ ６ ）

，  

＊ ９ ： 鈴 木 ・ 中 山 （ 20 0 7）
（ ８ ６ ）

,＊ １ ０ ： 山 元 （ 20 1 3 b）
（ ９ ７ ）

 

原 子 力 発 電 所 運 用 期 間 中 の 同 規 模 噴 火 の 可 能 性 が 十 分 に 小 さ い 。  

原 子 力 発 電 所 運 用 期 間 中 の 同 規 模 噴 火 の 可 能 性 あ り 。  

※ 噴 火 規 模 (Ｖ Ｅ Ｉ )の 定 義 は 町 田 ・ 新 井 （ 20 1 1）
（ ２ ０ ）

に 基 づ く  

赤城鹿沼テフラ Ag-KP 10㎝〜40㎝＊１ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 5

男体今市テフラ Nt-I 16㎝〜32㎝＊２ 東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ○ － 4

満美穴テフラ Nk-Ma 32㎝以下＊３ 東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ×
女峰赤薙火山の活動で発生した降下火砕物であ
り，現在は男体山，三岳火山の活動が継続

5

真岡テフラ MoP 16㎝〜32㎝＊２ 東南東
（約168km）

外 飯士山 × 将来の活動可能性のない火山 5

恵比須峠福田テフラ Ebs-Fkd 約30㎝＊４ 東
（約270km)

外
飛騨山脈

（穂高岳）
× 将来の活動可能性のない火山 7?

谷口テフラ Tng 30㎝以下＊４ 東
（約256km）

外
飛騨山脈
(爺ヶ岳)

× 将来の活動可能性のない火山 ?

丹生川テフラ
(穂高-Kd39)

Nyg
(Htk-Kd39) 10㎝〜20cm＊４ 東

（約270km)
外

飛騨山脈
（穂高岳）

× 将来の活動可能性のない火山 ?

姶良Ｔｎテフラ AT 10㎝〜20㎝＊１ 東北東
（約1059km）

外 姶良カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

赤城水沼1テフラ Ag-MzP1 5㎝〜20㎝
＊１ 東

（約127km）
内 赤城山 ○ － 4

鬼界アカホヤテフラ K-Ah 0㎝〜20㎝＊１ 北東
（約1141km）

外 鬼界カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

男体七本桜テフラ Nt-S 0～20ｃｍ＊１ 東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ○ － 4

赤城水沼９－１０テフラ Ag-MzP9-10 16㎝以下＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

沼沢芝原テフラ Nm-SB 16㎝以下＊３ 南東
（約143km）

内 沼沢 ○ － 4

高原戸室山２テフラ Tk-TM2 8㎝〜16㎝＊２ 東南東
（約88km）

内 高原山 ○ － 5

日光早乙女テフラ Nk-SO 16㎝以下＊３ 4

日光行川テフラ Nk-NM 16㎝以下＊３ 5

日光矢板テフラ Nk-YT 16㎝以下＊３ 4

鬼怒沼黒田原テフラ Kn-KD 16㎝以下＊３ 東南東
（約120km）

内 鬼怒沼 × 将来の活動可能性のない火山 5

阿蘇４テフラ Aso-4 15㎝以下＊１ 東北東
（約956km）

外 阿蘇カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

榛名八崎テフラ Hr-HP 0㎝〜10㎝＊１ 東
（約157km）

内 榛名山 ○ － 4

赤城行川２テフラ Ag-NM2 4㎝以下＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

赤城水沼２テフラ Ag-MzP2 4㎝〜8㎝＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

鬼界葛原テフラ K-Kz 2㎝〜5㎝＊１ 北東
（約1141km）

外 鬼界カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

大山倉吉テフラ DKP 0㎝～5㎝＊１ 東北東
（約649km）

外 大山 × 数km３以下の噴火活動が継続 6

赤城水沼８テフラ Ag-MzP8 8㎝以下＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

燧ヶ岳七入テフラ Hu-NN 8㎝以下＊３ 東南東
（約130km）

内 燧ヶ岳 ○ － 5

大峰テフラ
(大峰-SK110)

Omn
(Omn-
SK110)

10㎝以下＊４ 東
（約256km）

外
飛騨山脈
(爺ヶ岳)

× 将来の活動可能性のない火山 6?

御嶽第1テフラ On-Pm1 0㎝〜10㎝＊１ 東北東
（約288km）

外 御嶽山 × 山頂付近における小規模の噴火活動が継続 6

立川ローム上部
ガラス質テフラ

UG 0㎝以上＊１ 6

浅間板鼻黄色テフラ As-YP 0㎝以上＊１ 5

四阿菅平２テフラ Azy-SgP2 0㎝以上＊５ 東
（約197km）

外 四阿山 ○ － 5

箱根東京テフラ Hk-TP 0㎝以上＊１ 6

箱根吉沢下部７テフラ Hk-Klp7 0cm以上＊１ 5

飯縄上樽ａテフラ In-Kta 0㎝以上
＊６ 東

（約223km）
外 飯縄山 × 現在は活動停止期が継続 ?

大町Ａｐｍテフラ群 Tky-Ng1 0㎝以上＊７ 東
（約269km）

外
飛騨山脈

（樅沢岳）
× 将来の活動可能性のない火山 6?

貝塩上宝テフラ KMT 0㎝以上＊１ 東
（約281km）

外
飛騨山脈
（上宝）

× 将来の活動可能性のない火山 6?

八甲田１テフラ
(八甲田国本テフラ，Ku1）

Hkd1 0㎝以上＊８ 南
（約469km）

外 八甲田カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 ?

玉川Ｒ４テフラ Tmg-R4 0㎝以上＊９ 南
（約428km）

外 玉川カルデラ × 将来の活動可能性のない火山 6

阿蘇３テフラ Aso-3 0㎝以上＊１ 東北東
（約956km）

外 阿蘇カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

涸沼川テフラ － (再堆積)＊２,１０ － － － － － ―

東
（約187km）

外 浅間山 ×
仏岩期の活動で発生した降下火砕物であり，現在

は前掛火山の活動が継続

北東
（約198km）

外 箱根火山群 ×
現在は溶岩ドームの活動が継続
（顕著な降下火砕物発生はない）

東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ×
女峰赤薙火山の活動で発生した降下火砕物であ
り，現在は男体山，三ツ岳火山の活動が継続

発電所運用期間中の
同規模噴火の可能性

（○：あり，×：可能性は十分に小さい）

給源火山
（内：地理的領域内，
  外：地理的領域外）

降下火砕物の

噴火規模※

（ＶＥＩ）

敷地周辺及び敷地近傍で確認
される主な降下火砕物

記号 敷地の層厚
火山から

敷地への方向
（距離（km））
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降

下
火

砕
物

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

の
主

な
解

析
条

件
 

 

設
定
噴
火

規
模

パ
ラ

メ
ー
タ

単
位

設
定
値

設
定
根

拠
等

赤
城
鹿

沼
テ
フ
ラ

噴
出
量

（
見
か
け
体
積
量
）

㎞
３

5
山
元
（
2
01
6）

（
４
５
）
及

び
山
元
（
2
01
3a
）

（
２
６
）
に

基
づ
き
設
定

（
見
か
け
体

積
量
に
降
下

火
砕
物
の
密

度
8
0
0
k
g
/m

３
を

乗
じ
た

4.
0×

1
0
１
２
k
g
を
設
定
）

噴
煙

柱
高
度

k
m

2
5

同
程
度
の
規

模
の
噴
火
（

V
E
I
5
）
の
一

般
値
（
N
ew
h
a
l
l
 
a
nd
 
S
e
l
f
（
1
98
2）

（
９
８
）
に

よ
る
）
に
基

づ
い
て
設
定

噴
煙

柱
分
割
高
さ

m
1
00

萬
年
（
2
01
3）

（
９
９
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6－7－46 

渡部他（2023）
（６３）

に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（2）火砕物密度流の到達可能性範囲（二岐山） 

約2㎞

二岐山



 

6－7－47 

佐々木（1994）（３３），山崎（1958）（１００）に基づき作成 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第7.4－2図（3）火砕物密度流の到達可能性範囲（男体・女峰火山群） 

男体･女峰火山群

約18㎞

男体・女峰火山群 男体・女峰火山群 



 

6－7－48 

草野他（2022）（３５）に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（4）火砕物密度流の到達可能性範囲（日光白根火山群） 

約2㎞

日光白根火山群



 

6－7－49 

高橋他（2012）（４１）に基づき作成 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（5）火砕物密度流の到達可能性範囲（赤城山） 

約24㎞

赤城山赤城山 



 

6－7－50 

早川他（1997）（４７）に基づき作成 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第7.4－2図（6）火砕物密度流の到達可能性範囲（燧ヶ岳） 

約6㎞

燧ケ岳燧ヶ岳 



 

6－7－51 

山元・阪口（2000）（４９）に基づき作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第7.4－2図（7）火砕物密度流の到達可能性範囲（安達太良山） 

約16㎞

安達太良山安達太良山 



 

6－7－52 

山元（2015）（６４）に基づき作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第7.4－2図（8）火砕物密度流の到達可能性範囲（笹森山） 

約10㎞

笹森山



 

6－7－53 

山元（2011）（１０１），山元・須藤（1996）（１０２），小荒井他（1995）（１０３）に基づき作成 

※葉山１火砕流堆積物は過去最大規模の噴火ではないが,到達距離としては最大であるため併記 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第7.4－2図（9）火砕物密度流の到達可能性範囲（磐梯山） 

磐梯山 

約10㎞

磐梯山

葉山１火砕流堆積物※ 

磐梯山 



 

6－7－54 

約17㎞

沼沢

山元（2003）（５７），山元・長谷部（2014）（１０４）に基づき作成 

 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（10）火砕物密度流の到達可能性範囲（沼沢） 

沼沢 



 

6－7－55 

飯塚（1996）（６７）に基づき作成 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（11）火砕物密度流の到達可能性範囲（子持山） 

約6㎞

子持山子持山 



 

6－7－56 

長谷川他（2011）（５２）に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（12）火砕物密度流の到達可能性範囲（吾妻山） 

約19㎞

吾妻山吾妻山 



 

6－7－57 

大森編（1986）（３６），早田（1989）（１０５）に基づき作成 

※榛名二ツ岳－渋川火砕流堆積物（火砕サージを含む）は過去最大規模の噴火ではないが到達距離としては最大であるため併記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（13）火砕物密度流の到達可能性範囲（榛名山） 

約23㎞

榛名山榛名山 
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添付書類八の一部補正 

 

  



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**

を付した頁は，令和 5年 6月 23 日付け総室発第 42 号で一部補正した頁を示す。 

 

8－目－1 

添付書類八 目次を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

** 8－目－2 

 

上 6 …別表 1 のとおり読替え

る。 

…別表 1 のとおり変更す

る。 

 

 



 

なお，*を付した頁は，令和 3年 6月 25 日付け総室発第 29 号で申請した頁を，**

を付した頁は，令和 5年 6月 23 日付け総室発第 42 号で一部補正した頁を示す。 

 

8－1－1 

添付書類八 1 章を以下のとおり補正する。 

頁 行 補 正 前 補 正 後 

* 8－1－2 上 2 

～ 

上 3 

…地震動評価 による基準

地震動ＳＳ－Ｄ１ に… 

…地震動評価等による基準

地震動ＳＳ－Ｄ１，３２に

… 

 

 


	00 補正鑑【プラ管】番号なし
	01 別紙2_本文五号
	02-1_添付書類六【表紙・目次】
	02-1-1_添付書類六【表紙・目次】
	02-1-2_添付書類六【目次】別紙r1

	02-2_添付書類六【1章】_墨消し済み
	02-3_添付書類六【3章】
	02-3-1_添付書類六【3章】r1
	02-3-2_添付書類六【3章】別紙r2

	02-4_添付書類六【6章】
	02-4-1_添付書類六【6章】
	02-4-2_添付書類六【6章】別紙本文r1
	02-4-3_添付書類六【6章】別紙表
	02-4-4_添付書類六【6章】別紙図

	02-5_添付書類六【7章】
	02-5-1_添付書類六【7章】
	02-5-2_添付書類六【7章】別紙本文
	02-5-3_添付書類六【7章】別紙表r2
	02-5-4_添付書類六【7章】別紙図1R1
	02-5-5_添付書類六【7章】別紙図2R1
	02-5-6_添付書類六【7章】別紙図3R1

	03 _ 添付書類八



